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平成２５年第１回竹原市議会定例会会議録 

 

平成２５年３月６日開議 

  （平成２５年３月６日） 

        

議席順 氏     名 出  欠 

１ 山  元  経  穂 出 席 

２ 高  重  洋  介 出 席 

３ 井  上  美 津 子 出 席 

４ 山  村  道  信 出 席 

５ 大  川  弘  雄 出 席 

６ 道  法  知  江 出 席 

７ 宮  原  忠  行 出 席 

８ 片  山  和  昭 出 席 

９ 北  元     豊 出 席 

１０ 稲  田  雅  士 出 席 

１１ 松  本     進 出 席 

１２ 吉  田     基 出 席 

１３ 脇  本  茂  紀 出 席 

１４ 小  坂  智  徳 出 席 

 

  職務のため議場に出席した者は、下記のとおりである 

    議会事務局長                   宮 地 憲 二 

    議会事務局係長     住 田 昭 徳 
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説明のため議場に出席した者は、下記のとおりである 

 

職      名 氏    名 出 欠 

市         長 小 坂 政 司 出 席 

副    市    長 三 好 晶 伸 出 席 

教    育    長 竹 下 昌 憲 出 席 

総 務 部 長 今 榮 敏 彦 出 席 

総 務 課 長 桶 本 哲 也 出 席 

情 報 化 推 進 室 長 平 田 康 宏 出 席 

企 画 政 策 課 長 福 田 吉 晴 出 席 

財 政 課 長 塚 原 一 俊 出 席 

税 務 課 長 沖 本   太 出 席 

会 計 管 理 者 前 本 憲 男 出 席 

監 査 委 員 事 務 局 長 木 村 忠 志 出 席 

選挙管理委員会事務局長 桶 本 哲 也 出 席 

市 民 生 活 部 長 谷 岡   亨 出 席 

市 民 健 康 課 長 森 野 隆 典 出 席 

まちづくり推進課長 大 澤 次 朗 出 席 

文 化 生 涯 学 習 室 長 西 口 広 崇 出 席 

忠 海 支 所 長 森 野 隆 典 出 席 

人 権 推 進 室 長 谷 岡   亨 出 席 

福 祉 課 長 大 宮 庄 三 出 席 

子 ど も 福 祉 室 長 井 上 光 由 出 席 

建 設 産 業 部 長 柏 本 浩 明 出 席 

産 業 振 興 課 長 中 川 隆 二 出 席 

観 光 交 流 室 長 堀 信 正 純 出 席 

建 設 課 長 大 田 哲 也 出 席 

都 市 整 備 課 長 有 本 圭 司 出 席 

区 画 整 理 室 長 有 本 圭 司 出 席 

上 下 水 道 課 長 沖 谷 秀 一 出 席 

農業委員会事務局長 西 原 正 敎 出 席 

教育委員会教育振興課長 久 重 雅 昭 出 席 

教育委員会学校教育課長 亀 井 伸 幸 出 席 
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付議事件は下記のとおりである        

 日程第１７ 議案第１８号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する 

              条例の一部を改正する条例案 

 日程第１８ 議案第１９号 竹原市墓地使用条例の一部を改正する条例案 

 日程第１９ 議案第２０号 竹原市消防団員等公務災害補償条例等の一部を改正する条 

              例案 

 日程第２０ 議案第２１号 特別職等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 

              案 

 日程第２１ 議案第２２号 竹原市職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条 

              例案 

 日程第２２ 議案第２３号 平成２４年度竹原市一般会計補正予算（第５号） 

 日程第２３ 議案第２４号 平成２４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算（第３ 

              号） 

 日程第２４ 議案第２５号 平成２４年度竹原市貸付資金特別会計補正予算（第１号） 

 日程第２５ 議案第２６号 平成２４年度竹原市公共下水道事業特別会計補正予算（第 

              ２号） 

 日程第２６ 議案第２７号 平成２４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 日程第２７ 議案第２８号 平成２４年度竹原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 

              １号） 

 日程第２８ 議案第２９号 平成２５年度竹原市一般会計予算 

 日程第２９ 議案第３０号 平成２５年度竹原市国民健康保険特別会計予算 

 日程第３０ 議案第３１号 平成２５年度竹原市貸付資金特別会計予算 

 日程第３１ 議案第３２号 平成２５年度竹原市港湾事業特別会計予算 

 日程第３２ 議案第３３号 平成２５年度竹原市公共下水道事業特別会計予算 

 日程第３３ 議案第３４号 平成２５年度竹原市公共用地先行取得事業特別会計予算 

 日程第３４ 議案第３５号 平成２５年度竹原市介護保険特別会計予算 

 日程第３５ 議案第３６号 平成２５年度竹原市後期高齢者医療特別会計予算 

 日程第３６ 議案第３７号 平成２５年度竹原市水道事業会計予算 
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              午前１０時００分 開議 

議長（稲田雅士君） 皆さんおはようございます。 

 ただいまの出席議員１４名であります。定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１７ 

議長（稲田雅士君） 日程第１７、議案第１８号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び

費用弁償に関する条例の一部を改正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第１８号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例案ついて、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、竹原市鳥獣被害対策実施隊員及び竹原市社会福祉法人等指導監査嘱託員の報酬

及び費用弁償等を定めるものであります。 

 竹原市鳥獣被害対策実施隊員につきましては、「鳥獣による農林水産業等に係る被害の

防止のための特別措置に関する法律」に基づき、平成２４年３月に設置し、市の職員で構

成しているところでありますが、市の職員以外の者であって被害防止施策を適正かつ効果

的に取り組むことが見込まれる者を新たに任命することとし、組織力を強化し、被害防止

計画の取り組みを積極的に推進するものであります。 

 竹原市社会福祉法人等指導監査嘱託員につきましては、社会福祉法人に対する指導監査

は社会福祉法の規定に基づき都道府県知事が行うこととされているところ、同法の一部が

改正され、平成２５年４月から、市の区域内にある社会福祉法人にあっては市長が指導監

査を行うこととされたことに伴い、会計や労務管理などの分野において、専門的な知識を

有する人材による指導監査を行う体制の整備が必要となることから、広島県からあっせん

を受けた公認会計士及び社会保険労務士を嘱託員として雇用し、監査体制の整備を図るも

のであります。 

 改正の内容につきましては、竹原市鳥獣被害対策実施隊員の報酬について、第１種銃猟

免許登録者にあっては年額１万２００円、第２種銃猟免許登録者にあっては年額４，７０

０円とするとともに、竹原市社会福祉法人等指導監査嘱託員の報酬について、日額１万



- 45 - 

９，０００円とするものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１８ 

議長（稲田雅士君） 日程第１８、議案第１９号竹原市墓地使用条例の一部を改正する条

例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第１９号竹原市墓地使用条例の一部を改正する条例案につい

て、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、市の管理する墓地について、使用料の見直し、管理料の新設、その他墓地の適

正な管理に関し、必要な規定を整備するものであります。 

 改正の主な内容につきましては、墓地の使用許可の期間の更新についての手続や、墓地

の使用許可の対象者、墓地に埋葬する者の範囲など、墓地の使用に係る必要な規定を整備

するとともに、今後の墓地の適正な運用を図るため、墓地の使用料の改定及び管理料の新

設を行うものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 
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議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 ４番。 

４番（山村道信君） 先般から民生の部会でもこの件については協議されてまいりまし

た。しかるに、やはりこの件、議員だけではなく各納税者の方々も非常に先行きを見守っ

ておられます。そこで、今この条例を読み上げていただいてここで認めるっていうより

も、もっと詳しくかいつまんだ形でじゃあどうなるのかといったところをさらに確認し、

何件かちょっと質問等がございますので、この場で質問させていただきたいと思います。 

 この条例案をここまで制定されるに当たって、皆さんの本当に努力、たゆまない努力あ

ったことと察します。しかしながら、やはりそれを市民あるいは納税者の皆様に伝えるこ

とっていうのは職務でございますので、ひとつよろしくお願いしたいと思います。 

 大きく分けて４件ございます。 

 まず、第１番目としまして、もう既に墓地を使用している者のこの条例案の適用につい

てお尋ねいたします。新たに使用料が発生するのでしょうか。本条例附則第２に、この条

例施行の際、既に使用権を有する者はこの条例により使用の許可を受けたものとみなすと

あります。ということは、もう使用権は発生しないというふうに考えてよろしいのでしょ

うか。 

 そして、更新許可を受ける際、使用料が発生するのでしょうかということでございま

す。条例第４条に、墓地を使用する者は市長の許可を受けなければならない、そして同条

例第７条に、第４条の規定により使用の許可を受けた者は、別表に定める使用料を使用許

可の際納付しなければならないと記載されております。第５条２項においても、更新しよ

うとする者は云々とありまして、市長の許可を受けなければならないとあるわけで、更新

という意味合いからすれば再契約というふうになるわけでございます。その場合、一般に

はさらなる使用料を取られても不思議でないわけでございまして、とりわけ３０年の更新

ということになりますと、３０年後のその時点どう解釈されるかわかりません。よって、

継続使用料について、条文中に明記する必要があるのではないでしょうか。 

 次に、使用期間の問題でございます。条例案第５条使用の期間とございます。前条の許

可の期間は、許可を受けた日の翌日から起算して３０年とするとございます。これは以前

から使用している使用者の期限は附則の２に、この条例の施行の際、現にこの条例による

改正前の竹原市墓地使用条例の規定により使用の許可を受けている者であって、当該使用

の許可の期間が満了していない者に係る使用料及び管理料についてはなお従前の例による
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と、非常にすんなりうたってあるわけですが、ちょっとわかりにくい面もございます。つ

まり、新たに墓地を求めようとされる納税者の方には理解することは容易だとは思います

が、昭和３５年、墓地条例が施行された昭和３５年６月以前の古くから使用されている方

はいつが期限なのか定かではないと思われます。そうした場合、期限をどのように設定さ

れるのでしょうか。 

 また、条例案第５条２項に、期限が満了する日の１年前までに市長に申請し、その許可

を受けなければならないとうたってあります。この場合、更新通知書たるものが発行され

るのでしょうかということです。もちろん、この更新通知書もしかりですが、使用許可証

というのも発行されるかどうか。こういったところも確認したいと思います。 

 そして、大きな意味での質問ですが、３番目の質問ですが、墓地を所有している者の条

例案の適用についてお尋ねします。 

 実は、私もそこの我元行に墓地を所有してます。これは当時の契約した契約書です。日

付は昭和５１年７月１５日とございます。売買契約書、相手方は竹原市でございます。こ

の契約書の内容を見ながら沿ってお尋ねしたいと思います。 

 私を初め、私以外にここに市から墓地を購入、使用されておられる人もおられると思い

ます。この売買契約書の第１４条において、この契約に関し疑義のある事項及びこの契約

に定めのない事項については、甲、すなわち竹原市、乙、すなわち契約者が協議して定め

るものとし、この協議が調わないとき、甲（竹原市）の決定するところによるものとする

とうたわれています。記載されています。ということは、墓地を購入され使用されておら

れる方に対しても、その所有権を売買契約書第１４条の規定を上げ使用権に改め使用期限

を定めるので従いなさいということになるのでしょうか。 

 そしてまた、墓地売買契約書において第１１条に、所有権が移転した日より３年間とい

った期間を設け所有権移転等を規定してありますが、本条例改正案第１２条４項による

と、使用権を他人に譲渡し、また転貸したとき使用許可を取り消し、返還を命ずることが

できるとございます。所有している者には所有権があります。しかしながら、この場合に

おきましても売買契約書第１４条を適用し、市の決定に従いなさいということになるので

しょうか。 

 また、その場合、新条例の売買に関して第６条の４の項目がございます。これは使用料

を納付した日から起算して５年以内に１３条の規定により届け出をして墓地を返還したと

きは、当該墓地が使用されていない場合に限り使用料の２分の１に相当する額を還付する
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と、こうございます。ということは、こういったこの第７条の４という規定がここに当て

はまるのでしょうか。そういう質問でございます。 

 そして最後に、条例第２条名称及び位置ということでございます。ここの位置の明記

が、竹原市字我元行と記載されております。この具体的な境界はフェンスなどで区切られ

てるのでしょうか、あるいは範囲の詳しい地番表示が必要だと思われるのですが、これに

対していかが思われてるか、御回答願いたいと思います。 

 最後にもう一件、管理料でございます。管理料年額２，４００円払うということになっ

ております、新条例案におきまして。ということは、月額に直せば２００円と。私はこれ

は管理料を払ってもしかるべきかなと思っておりますが、しかし管理料を払うということ

は、例えば我元行へ行く道が狭いから何とかしろであるとか、あるいは設備をもっと整え

るであるとか、そういった使用者の要望に応えるすべを持っているのかということもつけ

加えて質問させていただきます。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） 以上５点、順次答弁願います。 

 まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） まず、１点目の現在使用している方の使用料につい

てということでの質問でございます。 

 御存じのように、この我元行墓地につきましては、旧の竹原町時代に墓地として造成を

いたしまして昭和１６年から貸し付けを行っております。その貸し付けを始めてから長い

年月がたっておりまして、世代の交代、また貸し付け者の多くが亡くなられている、また

転出等により使用者の把握が困難になったということで許可の更新及び承継手続ができな

い状況になっております。こうしたことから、この墓地の適切な管理運営ができるよう今

回条例改正についてお願いしたところであります。 

 現在使用している方については、既に使用権があるということとし、今後管理料の納付

ということで条例で整理をさせていただくものでございます。 

 それと、更新時の場合の管理料、使用料の納付についてということでございます。 

 先ほどるる議員のほうから説明があったように、使用料の納付につきましては改正案の

第４条の規定で、墓地を使用する者は市長の許可を受けなければならない、その許可を受

けた者は、第７条第１項の規定で別表に定める使用料を使用許可の際納付しなければなら

ないとなっております。 
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 また、更新のことなんですけども、第５条第１項の規定で、第４条の許可の期間は当該

許可を受けた日の翌日から起算して３０年とする。５条の第２項の規定で、許可の期間は

更新することができ、許可の期間を更新しようとする者は、その許可を受けなければなら

ないとなっております。使用料の納付については、第４条の規定による使用の許可を受け

た者が納付しなければならないとなっております。第５条の第２項の規定で、許可の期間

の更新をする者は市長の許可を受けることが規定されておりますが、許可の期間の更新時

の使用料の納付については規定をされておりません。よって、規定のない者は徴収するこ

とができないということであります。使用料納付については、墓地を使用しようとする際

に使用許可を受け、その際に納付しなければならないということでありますので、第５条

第２項の更新時には使用料の納付は発生しないということであります。 

 それと、３点目の墓地の売買契約にかかわっての御質問でございます。 

 この部分については、現実には売買契約で登記はまだできていないのが現状でございま

す。今後適切な手続をし、登記等の変更を行っていきたいと考えております。 

 それと、２条の名称及び位置でございますけども、これは共同墓地ということでありま

して、位置については１区画で、字は我元行ということでありますので、貸し付ける部分

については測量した面積等で、その部分の番地を振るということではなしに、市が全体で

管理をするということで一つの地番となっとるということで御理解いただければと思いま

す。 

 それと、大変申しわけない、附則の第２項で、本条例の施行の際の現にこの条例による

改正前の竹原市墓地使用条例の規定により使用の許可を受けている者であって当該許可の

期間が満了していない者に係る使用料及び管理料についてはなお従前の例ということで、

この期間については、永楽院の平成５年に貸し付けている部分については期間が３０年と

いうことで平成３５年が期間満了ということとなります。 

 それと、管理料につきましては、共同墓地内のいわゆる墓所以外の共用部分を適正に管

理していくということで最低限の経費として使用者に費用の一部を負担していただくもの

でありまして、管理料の算出については、墓地内の清掃とか、光熱水費、緑地帯の整備

等、また備品の整備ということで積算をさせていただきまして年額２，４００円としたも

のでありますので、よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） ５番。 

５番（大川弘雄君） 私は今までのこの件に関しまして売買契約というものはないという
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ふうに理解しておったわけですけども、４番議員から売買の契約書があるということがあ

りました。それがどういうものなのかという説明をひとつお願いします。 

 それと、再度確認ですけども、現在使用されている方の更新時における使用料の発生が

あるのかないのか、ここがいまいち明確ではありませんでしたので、この使用料、更新時

の使用料がないという明確な再度答弁をお願いします。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） 現在使用されとる方の更新時において使用料が発生

というんですか、使用料について答弁が明確でないということでのお話がございました。 

 使用料につきましては、墓地の適正な管理運営のあり方について厚生労働省が示してい

る墓地経営管理の指針及び墓地使用に関する標準契約約款に基づきまして、当事者間の権

利関係を規定し、利用者の保護の観点からも契約の明確化を図るということで条例を改正

し、現在使用者が墓地の許可の更新を受けた場合には、更新時における使用料は発生しな

いこととし管理料のみの御負担をいただくということであります。 

 それと、売買につきましては、この我元行墓地の貸し付けということではなしに、一部

一律売買契約を行っている墓地区画があります。その部分については、今後適切な処理を

してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） ４番。 

４番（山村道信君） まず、ちょっと議事進行をこんなとこでかけんとってください。こ

ちらはずっと一連の質問をしていってるわけですから…… 

（「そうそう、合うとる、合うとる」と呼ぶ者あり） 

 一応終わった後でお願いしたいと、こう思います。 

 それから、何件かちょっと回答の中でまだ回答されてない面がございました。というの

が、３５年６月以前の古くから使用されておられる方、これに関してのこの人たちの期限

が、使用期限、これをどういうふうに算定されるのかという問題でございます。 

 それからもう一つ、先ほど回答の中にございましたが、登記されてないというふうに回

答ございましたが、実はこの売買契約書の第６条、ここにおきまして、この契約による墓

地の売買に伴う墓地の所有権の移転登録は第４条の規定、この第４条というのは、墓地の

所有権は乙が代金を甲に完納したとき、甲から乙に移転するものとすると、この第４条な

んですが、要するに完納されたということで墓地の所有権が甲から乙に移転した後におい

て乙の請求により甲が委託してこれを行うものとするというふうにございます。したがっ
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て、請求がなかったらじゃあ登記をしないのかということになるわけですが、ここで条文

にはうたってるわけでございますから、やはり登記されてあるもんというふうに私はとる

わけでございます。そして、今の売買ということでございますが、実際じゃあこれから所

有者に対して検討をしていかれるのか、それともこの新しい条例案で一まとめにされてい

かれるのか、そういったところを再度条例案をつくる前にお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） 答弁願います。 

 まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） まず、売買のほうから説明をさせていただきます。 

 売買のほうについては、先ほども申し上げましたように、我元行墓地区画内に一部売買

したものがあります。それについては、使用貸し付けでございませんので、この条例によ

るものは適用はないものであります。 

 それと、使用料のいわゆる現行条例３５年以前の使用料については、先ほど申し上げま

したように、もう貸し付けから長い年月がたっていること、また貸し付けの多くの方が亡

くなられている、そういうことから許可の更新、また承継の手続ができてないということ

で、そういうことで今後適切な管理をするために今回の墓地使用条例の一部を改正し、先

ほども申し上げましたように、現在使用している方については、更新時においては使用料

の発生をしないこととし管理料のみの御負担をお願いするということで整理をさせていた

だいているものでありますので、よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） ３回目ですので。 

 ４番。 

４番（山村道信君） 最後の質問ということになるわけでございますが、まず土地を所有

している者に関しては今回の条例は当たらないというんであれば、管理料も発生しないと

いうふうに捉えていいのかということと、それから私が聞いてるのは、再三聞いているの

は、期限を設定しているわけですね。その期限、３０年という期限を設定しているんであ

るんであれば、既存からずっと借りておられる人たちがどこをもって３０年とするのか、

その目安を聞かせていただきたいということで、もう少し聞きたいんですが、これで私の

３回目の質問を終えさせていただきます。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長、答弁。 
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まちづくり推進課長（大澤次朗君） 売買されている方につきましては、管理料は発生は

いたしません。 

 それと、今現在の使用者については、この条例に基づきまして平成２５年４月１日から

ということでありますので、そこから３０年ということで、先ほど提案の理由でも申し上

げましたように、３０年の更新時においては承継する方がおられる限り引き続き申請をさ

れ、市長の許可を受けた者については引き続き墓地として使用できるということでの整理

はさせていただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） １１番。 

 私語は慎んでください。 

１１番（松本 進君） 私も議案第１９号の墓地使用条例について質問したいと思いま

す。 

 まず第１点目は、この新しい条例の案に、第５条に３０年という期間、これは継続とい

う言い方されてますけど、この３０年ということを設けたためにさまざまなやっぱり問題

が発生しているということを率直に指摘しなければなりません。本来この３０年というこ

とは削除すべきだということを私は最初申し上げたいんですね。そうでないと、先ほど今

質問があったとおりで、昔使ってる方はいつからスタートになるんかと、それで今この条

例ができてから、要するにこれが改定で多数決になった場合は４月１日からが起点になる

と、そう言われるんですよねえ。しかし、それがやっぱり整合性があるかということは説

明できますか。 

 それにかかわって、３０年の設定を私は率直にここは外すべきじゃないかという意見が

あるわけですけれども、今回その３０年ということが第５条に設定されております。そこ

で、旧竹原町条例のこともこの間さんざんいろいろ言ってきました。そこは旧条例のほう

の使用者、現使用者もたくさんおられますけれども、旧墓地条例に竹原町の旧竹原町条例

の契約に基づいての使用者は３０年という期限がこれがないことはもうはっきりしてるわ

けですよね。それを突然２年前から墓地の適正化だ云々と言って突然３０年が持ち出され

て、それはいつのことかっていうたらこの議会でいろいろやりましたよね。ですから、旧

墓地条例の竹原町墓地条例には３０年規定がないっていうことは明確なんですね。それ

と、あとは市制になって、３５年以降なってますけれども、３５年以降は新たに３０年と

いうのは明確に墓地条例に定めている。だから、旧条例と市墓地条例の違いは、３０年の

期限があるかないかが最大の問題です。ここはこれまで議論がいろいろされてきました、
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この議会でもしてきました。そこでどういうふうに整理したかというと、旧条例のほうに

対して新しい墓地条例を竹原市つくった、そこには３０年規定してある、しかし旧条例の

ほうには不利益を生じてはならないと、そういう整理をされてきたというのは事実でしょ

う。そういう不利益なことをしちゃいかんというのをここでもう確認されてるわけだか

ら、説明会でもいろいろしてるわけですからね。だから、もう一回言うけども、竹原町の

旧竹原町条例と、墓地条例と市制の市墓地条例の違いは３０年の期限があるかないかだ

と。それで今どういうふうに整理するかということは、この中で言われたんが、いろいろ

質問してきて、いろいろ議員の質問があって整理されてきたここの今の時点では、新しい

条例をつくったけれども旧墓地条例のほうの不利益はあってはならんということだけは事

実なんですよ。これを崩してはもう何も法治国家じゃないですよ。だから、私はそれを信

じて、だから３０年という規定あること自体がさまざまな問題を起こす、当たり前のこと

ですよ。それをあえてあなた方はここに３０年ということを持ち出したわけですからね、

継続してるわけですからね。ですから、私が１回目の指摘したいのは、旧竹原町墓地条例

に基づく使用者、この方の不利益は一切ないというに明言できることですね。このことだ

けを１点をまず確認します。旧竹原町の墓地条例の使用者に管理料じゃ更新じゃいろんな

さまざまな不利益を与えてはならんと私は思いますけれども、このことで整理されてきた

内容ですからね。そのことだけははっきり確認しときますよ。旧竹原町の墓地条例のほう

は、この条例をつくっても管理料とかいろんな不利益なことは絶対あってはならんという

ことは確認してよろしいですね。それが１つ。 

 それから２つ目には、これはちょっと別の質問になるかもわかりませんが、３０年を規

定して３０年の期限が来たら更新来て更新すると。そのときに説明では、使用料のことな

んですけども、更新で許可を得たら使用料は要りませんよという解釈ですよね。しかし、

私はここで率直に申し上げたいのは、更新規定を設けて、さっき説明があったけども、徴

収規定がないから取らんでもええという説明でしたよねえ。そんな曖昧なことはありませ

んよ。だから、よその条例見てください。例えば、納付の契約のときの１回限り、明らか

に明記してますよ。それとか、よその自治体は３０年の期間というんがありませんよ。で

すから、実質永代使用です。ですから、３０年の期間を設けた、しかし更新できる、納付

のことは書いてない、それは今課長がずっと代がかわってずっと監視しとくなら別なんだ

けども、そういうことは不可能ですからね。だからこそ、永久保存の条例にきちっと明記

しとかなくちゃいけないんですよ。当たり前のことじゃないですか。代がかわったり、職



- 54 - 

員がかわったり、担当者がかわって、じゃあ３０年後更新来て、した人のお金取らにゃい

けんという解釈はいっこもできるようなことがあったらいかんのですよ、曖昧に。条例が

言ってくるんだからね。あなたの解釈なんかは３０年とわからんようになるよねえ。だか

ら、やかましゅう言ってるんですよ。３０年の更新来て１回限りの納付でいいよと明記す

べきじゃないですかっていうんが２点です。曖昧な規定を残しちゃいかん。それが条例の

性格でしょう。だから、２点目として、きちっと１回限りの使用料でいいですよというこ

とを明記すべきだということは２点目です。 

 それから、３点目は関連しますけれども、使用料とはそもそも何ぞやと、何ですかと。

何を基準に何を法的根拠にこの使用料っていうものを設定して徴収しているのかというこ

とをちょっとお尋ねしたい。 

 今回また新たな管理料ということも新設したいという案であります。ですから、これま

で私も説明会、関係者の一人として説明会に行っておりますけれども、例えば管理料につ

いては共益費とか墓地の維持管理に必要なんだとかいろいろ説明があります。そして、今

あっこの竹原市の墓地は、条例に基づく墓地は永楽院と我元行の墓地です。あの現場を見

たら、市の墓地の周りに、数は私確認してませんけど、相当多くの民間の墓地があの周り

にあります。だから、私が言いたいのは、駐車場もそこに利用されている民間の方もおら

れます。水道もそこの水をくんで使われてる方もおります。だから、私が言いたいのは、

本来こういうあなたが説明してきた、市が説明してきた管理そのものは何かという面で、

そこの墓地を使われてる方の共益費、ともにその墓地を使って利益を受けてるんだからそ

のための経費は負担しようじゃないかということですよね。ですから、私がここで言いた

いのは、あの現状を見てください。永楽院や竹原我元行墓地がある、その周りにたくさん

の民間の墓地があります。その方の駐車場とめるな、水をくむな、そんなことができます

か。あっこの途中まではもとの駐車場のとこは火葬場があって、そこに行くまでは市道で

しょう。市道は誰が通ってもいいんですよ。だから、限定した受益者っていうのは不可能

ですよ、実際問題が。使うなというに言えるわけないじゃないですか。だから、私が言い

たいのは、この管理料の根拠、いろいろ説明が見ておりますけども、管理料の根拠は一体

受益者は誰のためのこういった設定をしたんかと。私が言いたいのは、さっき言った状況

があっていろんな方が不特定多数の方が利用されている、そういった現状がある。これを

使うなということは不可能ですよ。ましてや、市道のところを通るなというようなこと言

えるわけないじゃないですか。そういったことを知りながら、こういった管理料の設定を



- 55 - 

見たら、駐車場の管理費だ、あっこに１個明かりがあるけども外灯の管理費だ、夜明かり

のときに何で墓地お墓参りに要るんかというちょっと声もありましたよね。そらそういう

批判の声もありますけれども、トイレの問題、あのトイレの設置も墓地のために設けたん

かと。もと火葬場があったからじゃないかと。そういったやっぱり批判の声もあるんです

よ。ですから、だから私はその使用料とは何かと、管理料は何かと、特にこの管理料につ

いては、受益者はどのように特定するんかと。経費を永楽院と我元行の墓地の管理者で割

ったもんが２，４００円にしてるんですよ。年間取得当たり２，４００円。墓地の使用者

を限定してあなたらが使っているからあなたのための共益費の一部管理料として払ってく

ださいと、そのためが１年２，４００円、条例ができたら４月１日から払ってくださいと

いう根拠ですからね。その根拠そのものが私はちょっと極めて曖昧じゃないか、不特定多

数の人も含めて利用するものを一緒にごっちゃまぜにして管理料を設定している、そこは

どう考えてもおかしいんじゃないかという面でお答え願いたいと。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長、答弁。 

まちづくり推進課長（大澤次朗君） まず、旧条例のほうの不利益ということでございま

すが、これまで説明会の中でもいろいろ御意見をいただき、意見などについて内部で調整

をしてまいったところでございます。現実に従来からの慣習とか曖昧なルールの中で墓地

の使用が行われてきた実態や当事者間の権利義務が明確に定めた文書が存在しないという

ことからこういう使用者に大変御迷惑をかけている状況で、そういう原因となっておりま

す。使用料についても、墓地の使用権の対価であったのか、管理料に含まれるのかといろ

いろなことが整理されないまま現在に至っておる状況で、そういうことから現行の使用条

例において未整備、不明確であった点について、先ほどから申し上げます、国のほうから

示された指針、約款等を内容を踏まえまして、今回改正の条例案については現在の使用者

の皆さんについては更新の際に使用料の支払いは発生しないことと整理をさせていただい

たものでございます。 

 それと、使用期間を定める３０年につきましては、墓地の有効利用や無縁化した墓地の

円滑な整理の要請もあることから、墓地使用契約の明確化を図るために一定の使用期間を

定めたものであります。それにおいて使用許可の更新の手続を明確にするために、使用許

可の更新については市長は使用者が条例に違反してない場合には申し込みを承諾しなけれ

ばならないということで改正案の条例の５条２項で制定をさせていただいておるものでご

ざいます。 
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 それと、管理料の部分について私墓地の所有者も使うというような御質問でございまし

たけども、墓地の共用部分については一定の管理経費を賄うために必要な料金であると、

その管理料については請求する方式が新約款等で一般的であるとされております。こうし

たことから、管理料については墓所以外の通路や水路、維持管理、その他の光熱費などを

共用部分の運営化に充てる経費として定めているものであります。それで、市道について

は、いわゆる私墓地であるとか畑を利用される方が通るということでありますけども、こ

の管理費の中の共用部分については市道部分は除いて積算しておりますので、よろしくお

願いいたします。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） １１番。 

１１番（松本 進君） （聴取不能）あるんですけど、まず最初の３０年にかかわっての

分は、旧竹原町条例の使用者の方と昭和３５年新竹原市の墓地条例に基づく方の違いって

いうのは、３０年の規定が使用期限があるかないかの違いだと、大きく言えばね。だか

ら、この間いろいろ議論をやってきて、整理されたもんは旧条例のほうも新条例がつくっ

てきたけれども、旧条例のほうも不利益があってはならんという整理がされてるわけでし

ょう。しかし、新たな管理料が発生する、毎年支払わなくちゃいけない、ましてや更新手

続をしなくちゃいけない、４月１日から新たな条例はできるけれども、前の使ってる人が

どういう扱いになるんですか。だから、そこは明確じゃないですよ。だから、ここでもう

一回確認したいのは、旧町条例のほうは不利益は決して与えることはないと。その不利益

と私は言ったんだけども、そこはどう整理されてるんですか。そこは少なくとも旧墓地条

例の利用者の方は、それはわかったと、賛成しましょうというんで理解されてるんかどう

かも含めてきちっとこの場でやらなくちゃいけないですよ。そこをもう一回確認します。

３０年の期限設定のためにさまざまな問題が起こっている。最大のわかりやすいことで言

えば、新条例をつくって、またこの新たな３０年のという新たな条例をつくるとして４月

１日からこの条例ができたとしても、旧墓地条例の我元行の方は決して不利益を与えるこ

とはないと、市長、ここで明言してくださいよね、ここで。不利益を与えることはないと

いうぐらい明言できませんか。それぐらいは最低限の義務じゃないですか。そこをひとつ

市長が答えてください。 

 それと、管理料のことも、私が言いたかったのが、管理料本当に必要な分なら払いまし

ょうという、全部払わんという意味じゃない、払いましょうって人思ってですよ、聞いた
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ら。しかし、きょうこの説明があるようなかかった経費、かかった経費の詳しいのはまた

にしたいと思うんですが、要するにかかった経費をそこの墓地を使っている方の、使って

いる方は限定してるわけですから、我元行と永楽院の、この限定した方の数で割ってるわ

けですよ。だから、経費を、この１０年の経費もいろいろあるけど、要するに経費を利用

者の我元行、永楽院、この利用者で割った分が２，４００円、割るあれが違うんじゃない

かということ言ようるわけですよ。不特定の方もいろんな人が使ってるわけですよ。それ

を使うなっていうのは不可能ですよ。その不可能なことをごっちゃまぜにして使用者だけ

の、あなたは使ってる、そこは問題があるんじゃないですかね。そこはどういうふうに整

理されてますか。計算が例えば１００万円要って１０人の方が利用して１０万円でちょう

ど１００万円になるんか。そういう計算ならわかりましたって言うてかもわからんけど

も、しかし１０人だけじゃなしに周りの２０人かどうかちょっと、大分墓地がありますか

らね。わしも毎日使った人をチェックしてはいないけども、墓地以外の方もこの上は大分

ありますよ、１００個以上あるんですかね。そういう方が利用されている。 

 ほんで、我元行墓地が１００、民間墓地が１００、２００つくってやるならいいんだけ

ど、そういうことはできないですよね、実際問題は。民間の墓地は民間の墓地で利用され

てるわけだから。だから、市の墓地は市の墓地で利用している。そこを周りの人も使って

るのに含めてやること自体に、この管理料の設定そのものが間違いじゃないんかっていう

ことを言いたいんです。その分が２つ目と。 

 それから、管理料に係って問題は、この管理料の計算そのものがおかしいというのはち

ょっとしたいのは、この条例の文のとこにありますね。この資料によると、この条例もあ

りますし、参考資料もありますけれども、書いてありますけども、条例ではこの議案の２

００ページですよ、議案書の２００ページに永楽院の共同墓地、永楽院の共同墓地は１級

が使用料は３２万２，０００円、永楽院の共同墓地の２級は１区画当たり２８万１，００

０円。そこの質問にかかわる管理料が１区画２，４００円というふうに計算されておりま

す。それで、これとの関係で説明会ではたまたま私の関係者も永楽院を利用してて、平成

５年に借りて３０年、私は３０年知ってます、その分は。３０年の期間があって、あと１

０年余りですかね。ちょうどあります。それで、説明会私も行きましたけれども、４月１

日から管理料納めてください。２，４００円になりますよというこの説明ですよね。しか

し、どういうその後説明してるかというと、ここには書いてないけども、私の関係者なん

かでも１級が、ここには新しい条例ですから、４月１日からっという意味でしょうけれど
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も、この１級の使用料は３２万２，０００円、しかし平成５年に契約した料金を見ると、

ここは４０万円になってるんです、１級の方は、４０万円です。それで、２級の方は３５

万円の使用料です。払ってます。それで、説明を聞くと、管理料を４月１日からこの条例

ができて管理料を納めてもらいます。１級、２級、ともに２，４００円ですよと。そうい

うことになりますよという説明です。しかし、この永楽院に限ってさっき言った契約が残

されてます。これは明確にあと１０年残されてますよね。ですから、どういう説明してる

かといったら、残っている方は管理料を納めなくてもいいですよと、１０年間はね。期限

が切れたら更新してもらって、そのときから２，４００円払ってくださいという説明なん

です。これで、もうちょっと見てください。さっき言った永楽院の現使用者の１０年残り

がある。私のとこはたまたま１級の４０万円払った、その差を引いて３０年で割ったら墓

地の使用料、管理料が含まれていた、相当も含まれていたという説明ですからね。ちょっ

と計算してみてください、ここで。４０万円から３２万２，０００円引いたら７万８，０

００円ですよ。これを３０年で割ったら１年は管理料が２，６００円になります。下の分

の２級をやってみると、平成５年契約時に払った人は３５万円の使用料は払っている。そ

れで、管理料相当分が入っていたからという説明で、３５万円から２８万１，０００円と

いうたら６万９，０００円です。これを３０年で割ったら幾らになりますか。２，３００

円なんですよ、管理料は。だから、あなた方がひとまず提案しているのは、４月１日から

これができたとして２，４００円一律におさめてもらいますよと。しかし、今現永楽院の

方は３５年まで期間があるから、お金は払っているからその期限が更新切れた後に、平成

３５年にもう一度使いたい人は更新してそれ以降２，４００円おさめてくださいと。その

間は管理料は違うんですよ。１級の方は２，６００円になる、４月から通ったとしても、

この条例が通ったとしても。２級の方は２，３００円なんですよ。この提案自体がおかし

いじゃないですか、あなた方は。この提案自体おかしいことは、こんな条例なんか出した

らいけませんよ。これは完全におかしいわけですからね。せめてこれをカバーしよう思う

たら、これを通った後に私は全部管理費は３０年分返さなくちゃいけない、１級、２級の

人も、永楽院のね。これを返さなくてはこの問題は解決できませんよ。返して４月１日か

ら２，４００円それぞれくださいと。このどっちしかないですよ、これは。 

 市長、今わかりますかね、私が言ったの、最後の管理料、もう一回言いますよ。この条

例ができて４月１日から２，４００円全ての、これは特にわかりやすく永楽院のとこ言っ

てますけど、永楽院も我元行も２，４００円くださいという提案なんです。しかし、永楽
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院に限っては１級と２級の使用料、この単価が違うために、機械的に計算してるからね、

４０万円から３２万２，０００円を引いてる、後のを割ったら管理料は２，６００円にな

るんですよ、１級の方は。２級の方は単価が３５万円だから、今回提案の２８万１，００

０円を引いて３０年で割ったら年間の使用管理料が２，３００円になる。１級と２級の管

理料が違う。それを１０年間放置するんですか。こんなばかな提案っていうのはあり得ん

ですよ。ぜひここで市長が実態に分けてから計算するぐらい今やってみなさいや。こんな

間違いの提案をしたら出したらいかん。もしやるとしたら、３０年分の管理料相当分を全

部返しなさい。そして、４月１日から新たに２，４００円を徴収します、ください、これ

しかないですよ。どっちを選ぶんですか。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長、答弁。 

市民生活部長（谷岡 亨君） まず、これまでの我元行共同墓地につきましては、これま

で昭和１６年から墓地の使用許可が始まりまして、今日まで長い年月が経過する中で墓地

の使用に関しましてその手続でありますとか、世代交代が進んだことによりまして更新手

続等が十分できていなかった。こういった状態があったわけでございまして、そういった

ことを何とか解消したいというふうな思いから、平成２３年度からこういった適正化事業

ということで現在の使用者の確定と、それから墓地の墓所の区画の確定、こういった作業

を進めてまいったところでありまして、それによって今後適切な管理運営に努めてまいり

たいということで、この間管理ができていなかったことについては深くおわびを申し上げ

てきたところでございます。 

 そういった中で、平成１６年の旧条例の時代から墓地を使用されてきた方につきまして

は、これは条例の附則のほうで読み上げますと、附則の２のほうで、この条例施行の際、

現に使用権を有する者はこの条例により使用の許可を受けたものとみなすということで、

引き続き使用許可がなされたということで継続していくということでございます。そうい

ったことで、不利益ということはないというふうには一つは思っておるとこでございま

す。 

 それから、管理料の受益者といいますか、管理料の範囲といいますか、こういったこと

の御質問であったと思います。これは市営墓地に墓所区画を現に使用されとる方が市営墓

地のいわゆる共用部分について使用されるということの、ここの日常的な維持管理に係る

経費について御負担をいただくというものでございますから、この市営墓地の使用者に対

して管理料の御負担をお願いするというものでございます。 
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 それから、３点目ありました永楽院共同墓地にかかわっての管理料の御質問でございま

すけど、こちらのほうも使用料の表の附則のところに、先ほどこれまちづくり推進課長の

ほうも御答弁させていただいてとこでございますけど、当該使用の許可の期間が満了して

いないにものに係っては従前の例によるということで書かせていただいております。とい

うことで、松本議員御指摘のとおり、３０年間はまだ経過いたしていないということで、

経過した後に今回御提案させていただいておる２，４００円という管理料をそこから御負

担をいただくということでございます。当初の貸し付けの際には、今ありました１級地で

あれば４０万円という使用料を当初一括で支払っていただいとるものでございます。これ

は今の３０年間という契約、使用期間が経過するまでは現行のままでいかせていただい

て、その後は我元行共同墓地と永楽院共同墓地を、これは隣接しておりますので一体的に

管理をさせていただくといいますか、一体的に活用させていただくといいますか、共用部

分も重なる部分も多うございますので、そういった意味で使用料というのは新たに設定し

たときに２，４００円というものを設定をさせていただいたということで御理解をいただ

きたいと思います。 

議長（稲田雅士君） １１番。 

１１番（松本 進君） ３回目の質問なんですけども、不利益の問題っていうのは３０年

の規定があるかないかによって、後は例えばこれが条例ができて更新すればという条件で

しょうけども、使えるから不利益にならないということでしょうけれども、しかし現実の

問題として私が言ったのは、旧竹原町条例のほうは１６年そこで契約されてもう実際永代

使用、切りがないわけですからね、この旧町条例のもう続いた方は間違いない、永代使用

という、実質永代使用で市としては貸し出している。特に新しい市の合併後の市政に基づ

く市の墓地条例では突然３０年が入った。そこでは、不利益と言うけれども、不利益はな

いとあなたが明言するけれども、そのことはやっぱり理解されてるんですか、市民、関係

者の方に。私は管理料を払うっていうのは、確かに金額の問題もさっき言いましたけれど

も、管理料を払う、それはあなたはこのぐらいの分の金額っという思いがあるんかもしれ

ないけれども、払う方としたらそれだけ負担がふえるじゃないですか。へえで、更新もし

なくてはいけないじゃないですか。管理料も毎年払うという仕組みになってるわけでしょ

う。ですから、そういったことが負担、不利益になるんじゃないんですか。だから、不利

益になるなら、せめて私がさっき言ったように、関係者の多くの方にわかったと理解して

もらうんが大前提でしょう。それがやっぱり要るんじゃないんですかねえ。だから、この
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墓地の問題私も言いました、いろんな前の経過の分はね。あっこはもと畑の分を借りて、

その当時は芋や植えたとかいろんな信じられんようなことが確かにあったというに聞いて

ます。しかし、みずからが崩れたら、大雨で崩れてみずからが直して、１２月のときは擁

壁をつくるのに何十万円かかって、１００万円近くかかって直したと。そういう方もたく

さんおられるんですよ。ですから、そういったやっぱり思いも確かにあります。それをか

き乱しとってっていう、私は言葉が強い言葉言いましたけどね。市が借りて先祖の供養の

ためにみずからが維持管理してきてやってきた。それを突然２年前から適正化がどうだ、

３０年がどうだと言うてやってきた。驚きますよね。おまえら使用期限が切れとるからま

た払えと、おさめてくれという説明をしてきたわけですからね。そりゃ驚きますよね。ま

た何十万円、今回新しい分になったとしてもこういう何十万円というお金を払わなくちゃ

いけない。そういう方のいろいろやっぱり思いも酌んで対応するんが物事の道理じゃない

ですかねえ。それで、特にあなた方が言う分でやってきてこれを出したとしても、不利益

はないということを言い切ったらいけませんよ。そらあなたの勝手、自分の判断だけじゃ

ないですか。関係者の気持ちなんか一つも酌んどらんじゃないの。 

 市長、だから私もう一回ここで言うけども、せめてこういう不利益、管理料出さなくち

ゃいけない、更新、毎年管理料払わなくちゃいけない、更新来たらその手続もしなくちゃ

いけない、前はしなくてもよかったのにと、７０年近く戦後使ってきたわけじゃないです

か。そこをばさっとこういう不利益がないっていうことはあり得ませんよね。だから、こ

んなに強行したらいけんよ、本当は。だから、市長、ここで明言してください。旧墓地条

例のほうには決して不利益を与えん、そういった対応をしますということだけは明言して

ください、最後に。 

 それと、もうちょっと待ってください。 

 それと、管理料の分よね。管理料の分もそれ２，４００円というのは４月１日からと言

っておきながら現実はそういうことが起こってる。１級は２，６００円、２級の人は２，

３００円、多い少ないで不利益になってるじゃないですか。こんな条例がどこにあるんで

すか、ほいで。せめてあなた方が公正な事務執行をやるんなら同じ２，４００円、その単

価は別に置いとって、２，４００円て書いてあるんだから、せめて。一方で２，６００

円、一方で２，３００円、こんな不利益を残していいんですか。こんなことを強行したら

いかんですよ。市長、あなたが判断すべきじゃないですか。現場がこういうことをやっと

ったらいかん、やり直せと言うぐらいなぜあなたが指示できないんですか。これをまた容



- 62 - 

認するんですか。ぜひともこの１点は市長が答えてください。 

議長（稲田雅士君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） このたびの市営墓地の条例にかかわって、これまで市長を含め

我々が関係者の方々にいろいろな説明会の中で、あるいはまた議会の中でさまざまな時間

の昭和１６年から今日までの間、確かに使用期間あるいは契約の更新等々について多大な

御迷惑をおかけしたことについてこれまでおわびをしてきましたし、またこれを一刻も早

く解決しなければならないという信念のもとに我々は今市長を先頭にこの事案を解決すべ

く努力をしているところでございます。 

 そういった中で、先ほど来松本議員の御意見として使用期間の３０年ということについ

て若干補足を説明させていただきます。 

 この墓地の使用に関しては、墓埋法、いわゆる墓地を埋設する法律ですね、墓埋法とい

うのがございます。その中にいわゆる焼骨、これを納める納骨をする場所として市営の共

同墓地を提供したわけでございます。そして、この使用に関しては地方自治法の２２５条

の使用に、いわゆる使用貸借、賃貸借ではなくどこまでも使用貸借であると。そこに若干

管理料あるいは環境整備にかかわる問題、そしてもともとここの我元行あるいは永楽院の

墓地を建設するがための設計調査費であるとか、土地代であるとか、そして造成費等、こ

こらあたりを使用料の中に対価として計算をしているところでございます。そして、その

１区画についての使用については、そこらあたりをプールをして皆さんに御負担をいただ

くというのがまず使用料でございます。そして、この使用料については、墓埋法の中ある

いはそれの指針、厚労省の指針あるいは契約約款等々の中でこういうようにうたわれてま

す。基本的に目的は墓地でございますので、その目的が承継されている限りこれは永代的

に使用できる権利ということでございまして、もちろん第三者に売買するとか、その他の

目的に使用するということについては、それは使用貸借契約上違反となりますので、これ

は解除されるということでございますから、そういった意味でも使用貸借に関する期間と

いうものは設けなければならないという判断のもと３０年と定めたところでございます。 

 そして、今松本議員からも御指摘があったように、使用者に不利益があってはならな

い。これはもちろんそういったつもりで我々今行っているところでございますが、その中

で基本的には先ほど来申し上げましてるように、墓地の使用に関しては従来よりの、とい

うのが昭和１６年からのですね、これまでの間、慣習等の曖昧なルールの中で墓地使用が

行われてきたという実態がございます。そして、当事者間の権利義務を明確に定めたその
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中に文書等も存在していない、このことも判明いたしました。そして、墓地の使用をめぐ

るさまざまなトラブルが今言われたように発生したことも事実でございます。こういった

ことから、国のほうでは、厚労省ですね、当事者間の使用に関する権利、いわゆる債権、

債務、この関係を規定し、また利用者保護の観点からも使用に関する契約の明確化を図る

必要があると。こういったことから、本市としてもこれに向け、この解決の向け、この厚

労省の指針に基づいたことで今整理をしているところであります。 

 そういった状況の中で、２点目の管理料の問題もございましたけども、これは永楽院に

ついては、平成５年に墓地として開設をいたしております。そして、そのときの契約とし

ては、平成５年の契約者においては使用料と管理料を合算して管理料という形ではなく使

用料、それを合算した使用料として計上をしていたと。そういう中にあって、今回の平成

２５年４月１日からの条例改正の考え方としては、まずはその現契約者については現行の

条例によるということで、平成５年から平成３５年、これいわゆる３０年、その中で残り

が１０年間というのが、今松本議員からもございましたが、基本的には新規契約者につい

ては使用料と管理料を明確に区分をさせていただきたいというのが狙いであります。そし

て、その残りの既契約者についての考え方については、今回の条例の中にはそういった計

上する部分がございません。そういった今の御指摘も含めて、そのことも今後の検討に加

えて精査をしていきたいというように考えておりますので、御理解のほどをよろしくお願

いします。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 法律的、実務的といいますかね、そういう観点から少し確認をさせ

ていただきたいと思います。 

 昭和１６年の条例によりまして、ここで認めておったのは間違いなく永代使用権なんで

すね。ほいで、永代使用権とは何かというと、相続を前提として承継をされていく墓地あ

るいは墓地の区画の使用権なんですよね。そこで問題は、３６年でしたか、ここで新たに

条例ができたと。ほいで、私も勉強不足で誤解があったんではなかろうかと、このように

考えておるんですけれども、附則を見ますと、実は３６年の条例において既にその永代使

用権を認めて、ですから新しい３６年の条例ができるまでの旧町条例に基づく使用権を持

っておられる方の永代使用権はこれ認めておるんですね、附則でね。これ１点確認をして

いただきたいと思います。間違いなくこれは確認をしておるわけですね。といいますの

は、附則においてこの条例の施行の日の前日までに施設等の使用許可を受けている者に係
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る使用料についてはなお従前の例によるということは、昭和１６年の旧竹原町条例の永代

使用権を認めておると、こういうことになるわけですよ。ほいで、そこでその３６年の条

例制定後に新たに使用権を得た方については、やはりその当時の社会状況といいますか、

さまざまなものがありまして、例えば核家族化の進行とか家族の崩壊、ほいで一つの民間

においても永代使用権が永久権みたいな誤解を受けるというようなこともあって、３０年

とか４０年という有期の墓地経営といいますか、使用権の獲得の方向に動いて、恐らく３

６年の条例はそうしたものを受けて新たに使用権を得ようとされる方については３０年の

期間を設けたと、このように私は考えるわけであります。 

 ほいで同時に、今回の条例改正においても、なおこの現行の条例におけるこの条例の施

行の日の前日までに施設等の使用許可を受けている者に係る使用料についてはなお従前の

例によるという附則も恐らくこのまま残っておると思うわけなんですね。ほいで、私も改

正案を見まして、実は誤解をしたというか、よくわからなくて確認をさせていただきたい

んですけれども、この条例改正案では別表の次に附則が来とるわけですね。別表の次に附

則に来て、この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の竹原市墓地使用条例の規定

により使用の許可を受けている者であって、当該使用の許可の期間が満了していない者に

限る使用料及び管理料についてはなお従前の例によるというのは、今申し上げた本則のほ

うの附則を否定したものではないということが確認できるかどうか御答弁をお願いしたい

と思います。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長、答弁。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 今の附則のお話でございますけど、本則のほうでは、先ほ

どの附則の２のほうでこの条例施行の際、現に使用権を有する者はこの条例により使用の

許可を受けた者とみなすというのが本則の附則で、もう一点は、別表のほうに附則がもう

一つあります。こちらのほうは、附則の２で、この条例の施行の際、現にこの条例による

改正前の竹原市墓地使用条例の規定により使用の許可を受けている者であって、当該使用

の許可の期間が満了していない者に係る使用料及び管理料についてはなお従前の例による

ということでございますので、これについては実際にはここで言う別表のほうの附則につ

いては、永楽院共同墓地のほうが該当がいたすというものでございます。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（宮原忠行君） ですから、もう少し断定的に言ってほしかったと思いますけれど

も、別に特別な配慮とかというようなことではなくて、３６年の条例改正といいますか、



- 65 - 

このときから永代使用権の存在は認め、なおかつ当時の社会経済情勢に合わせて新しい３

６年条例以降の件については３０年、今回も３０年と、こういうあれになるわけですよ

ね。ですから、そこは別に特別な配慮とかなんとかということじゃなくて、当然竹原市の

条例を解釈する上での当然の当たり前の常識ということに私はなるんだろうと思うんです

よね。 

 ほいでそこで、さまざま議論が提起されましたけれども、例えば一つのそうした根拠の

規定としては、私もなかなかわかりにくいもんですから、夕べ目をちかちかさせながらち

ょっと整理してみたんですけれども、ですから第９条において使用権の継承等を認めとる

わけですよね。ですから、この継承権の継承等については昭和１６年の法律の適用を受け

る人と３６年の適用を受ける人と２段階の人が含まれておると、こういうことですよね。

ですから、ここにおいて当然松本議員が心配されておられたような昭和１６年に権利を取

得された方については当然に保護されていると、私はこういうふうに考えるわけですね。

ほいでまた、いろいろと負担の増加といいますか、こういう議論もあったわけですけれど

も、何条でしたかね、第７条ですかね、使用料及び管理料ですね、第７条。第７条の第３

項ですね。市長は使用料または管理料を納付する資力がないと認めた者に対してはこれを

減免することができると、こういうふうになっとるわけですね。ですから、私は当然受益

と負担という関係から考えて、そしてなお受益と負担の原則を確認しながらも資力のない

低所得者の方といいますか、という方に対しては、この条項において十分に改良されてい

るのではなかろうかと、このように考えるわけであります。 

 それからまた、墓地の使用に関する法的性格というのは、先ほど申し上げたように、も

ともとは永代使用権として相続を前提としてというのは我々の祖先を祭るということにお

いていろいろな民法においてもさまざまな法的な配慮がされておりますし、ですからそう

した観点から出てきたこれは間違いないけれども、しかしスタートにおいてそうであった

としてもやはり社会の取引とか経済的な取引とか、あるいは社会的な観念というものも時

代とともに変わっていくわけですね。時代とともに変わっていく。ですから、永代使用か

ら３０年、４０年の有期というものが出てくるわけですね。当然行政としてそうした新し

い社会情勢なり社会観念に適応していくという努力は当然のことなんだろうと思うんで

す。 

 そこで、再度確認をしていただきたいんですけれども、副市長のほうからもございまし

たけれども、平成１２年１２月６日の厚生省生活衛生局長が通達を発しとるわけですね。
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ほいで、その中で今の松本議員から疑義がありました、また傍聴に来ておられる方もそう

でありましょうけれども、一応厚生労働省が考えておる墓地の管理に関する一つの標準の

契約といいますか、全国的にこれをモデルとして使ってくださいよという考え方を整理し

たものがあります。ほいで、これについて市民生活部長のほうでちょっと確認をといいま

すか、どういうふうに厚生労働省が考えて通達を出しておるかということについて、その

考えをお示し願いたいと思いますのでよろしくお願いします。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長、答弁。 

市民生活部長（谷岡 亨君） ただいま議員のほうからございました厚生労働省が出して

おります墓地経営あるいは管理等の指針の中に標準契約約款というものがあわせてござい

ます。その中に墓地の管理ということで項目が出ております。墓地の管理ということで、

墓地の管理についてのことですが、墓所の清掃、除草等については、当該墓所の使用者が

その責任を負うと。２項として、墓地の環境整備、その他の管理、前項に規定するものを

除くと。ですから、今の前の項目しゃべったのを除くと。ついては、経営者がその責任を

負うということでここに示されております。この中身というのは、墓地の管理について誰

が責任を負うのかということを明らかにするということでございます。墓地の良好な環境

を維持管理することが当事者双方、使用者と、それからここで言う経営者、いわば市でご

ざいますけど、そちらが双方にとって非常に重要なことであるということと、どちらがそ

れぞれ管理の責任を負うかというのを明らかにするというのがここで示されておるという

ものでございます。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（宮原忠行君） これまでに恐らく６回ほど説明会も開催されておると思うんですけ

れども、ほいでこの議場においてもさまざまな議論が提起されましたし、疑問、不安も提

起されたと思うんですね。ほいで、恐らくこの条例とか規則の中で取り扱える部分という

のは限られてくると思うわけですよ。ほいで、そこで例えば今回の関係者の方が４８３人

おられるんですかね。ほいで、例えばそうした手引とか、手引、今まで出されたという

て、説明会とか、また松本議員から出されたような問題提起もございましょう。それに答

えられるものと答えられないものもあるでしょう。それらを含めて関係者の方に不安を解

消していただくための冊子といいますか、そうしたものを、あるいは要項といいますか、

マニュアルといいますか、そうしたものをお出ししていただいて、これ市長名でですね、

ほいで可能な限り最大限関係者あるいは関係者以外の方もやはり今回の問題をめぐって非
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常に心配されておられる方おられますけれども、そこまでは言いません。とりあえずは関

係者の方について市長名でもってそうしたお願い文を添えたマニュアル書といいますか、

解説書といいますか、取扱手引書といいますか、そうしたものを出していただきたいと思

いますけれども、この点についていかがでございましょうか。 

議長（稲田雅士君） 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） 市営の共同墓地にかかわってのこれからの課題だと思います。そ

ういった中で、先ほど私申し上げましたのは、国の厚生労働省のほうの墓地経営管理の指

針というのがございます。一番私言いたかったのは、この墓地埋葬にかかわって利用者保

護の観点から墓地使用契約の内容の明確化をやっぱり図らなくてはならないというのが、

これが一番重要なことであると認識をしているところでございます。 

 そういった中で、今回条例本則が改正をいたしますが、もちろんその後において規則あ

るいは要項等については、これは先ほど来いろんな御意見のある中で、例えば使用期間と

か使用料とか管理料とか細かいお話もございましょう、そこらあたりは規則あるいは要項

の中できちっと整理をしていきたいというつもりで今整備をしておりますので、その旨ま

た関係者の皆さんには情報提供していきたいというように考えておりますので、よろしく

お願いします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 私はこの議案に反対の立場で討論に参加します。 

 まず、前段としてこういう先祖の供養、市民の心にかかわる問題は最低限やっぱり多く

の市民の理解を、関係者の方の理解を得て一歩前進することができると。これは私はごく

市としての大原則じゃないかと思うんですね。しかし、これを壊したらもう信頼関係はで

きません。そのことはやっぱり繰り返しになりますけども、指摘せざるを得ないですね。 

 それと、先ほど来墓地の埋葬法に関することとか厚生労働省の通知とかいろいろ聞きま

したけれども、今ここで言えることは、墓地の設置は原則公がやらなくてはいけない。こ

こで言えば、竹原市が墓地の設置があるという義務規定があります。しかし、いろいろ現

実では宗教法人とか民間とかいろいろ設置されております。 

 それとあと、経営指針の問題が出ましたけれども、なぜ公が墓地を設置しなければなら

ないのか。それは民間だったらいろいろトラブルが起こってるからなんですよ。墓地のと
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いうのは、最初言ったように、永代使用が原則です、その通知見てもね。厚労省の通知見

ても、原則は永代使用ですよ。そこには３０年の規定を設けなさいという義務規定もあり

ません。ですから、いろいろそれは手法の一つとしてそういうに設けたいというんだった

ら、せめてやっぱり市民の、関係者の理解を一歩一歩積み重ねてやるしかないんですよ。

それをもうぱさっと取っ払って、いろいろ繰り返しになるかわかりませんけども、使用期

限が過ぎてるからもう一回更新料、使用料払いなさいという説明から始まって今日来てい

るということで、ですから私が言いたいのは、この墓地の設置というのは公が責任持たな

ければならないという義務規定から私はいろいろ申し上げました。 

 それから、今回の議案についても、３０年の期限を設けるためにさまざまな問題が出て

いる。それをクリアしていかなくてはいけないのに、残念ながらそこは不利益がないとい

う一方的なやっぱり見方で、現実には旧竹原町の利用者の方にさまざまな不利益ができ

る、起こしている、それと管理料の問題も言いました、管理の設定についても不平等とい

いますか、不利益といいますか、公正な事務執行になっていない。これは管理の設定に問

題があるからです。ですから、私はこういった、最後に言いたいのは、管理料の問題、使

用料の問題、条例改正の問題、これは市民の関係者に直接かかわる問題ですから、もう少

しやっぱり豊富な資料、十分な説明会、これを積み重ねていかないと、ただもうこの１年

２年取り組んできた、しかし納得してることは私の聞く限りではなかなか少ないですよ。

永楽院の管理料の説明会何回やりましたか。こんなずさんな対応の仕方で私はこういう強

行をされると、ばさっとやるということ自体は私はあってはならないことだというふうに

思いますし、３０年等の問題は削除すべきだし、更新規定を設けるなら明確に、曖昧なル

ールじゃなくて、明確に１回限りだと。管理料の設定についても十分なやっぱり調査と説

明をすべきだということで、私は反対に討論したいと思います。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 賛成の立場から一言討論したいと思います。 

 私も質疑で申し述べました。いろいろ議論はあるかもわからんけれども、しかし継続し

てやはり１６年の条例の当事者に対しては十二分に権利保障はなされておると、このよう

に考えます。 

 ほいで、さて管理料の問題ですけれども、全国的に見れば公営の管理料が約１，０００

円から４，０００円ほどと言われております。ほいで、民営では年間４，０００円から１

万円と、こう言われとるわけですね。もちろん管理料の負担がないのが一番望ましいでし
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ょう。しかし、逆に言えば、管理料を頂戴することによって竹原市長の墓園に対する環境

整備とかさまざまの管理責任が市長の側に発生してくるんですね。今まではその規定がご

ざいませんから、言い方がよいか悪いかは別にして、金がないとか予算がないとかという

形で放置されておった部分も相当あるんじゃなかろうかと、このように思うわけですね。

しかし、今度この管理料規定ができることによって明確に市長の管理責任が生じたわけで

あります。市長がみずからにその管理責任を負わせたわけであります。ほいでまた、その

他の使用料、また管理料についても、さっき質疑の中でも申し上げましたように、例えば

その負担能力に厳しい方についても配慮されておるわけであります。そうした立場から、

ぜひとも関係者の皆さん方にも御理解をいただいて、さらに一層市長のほうの関係者の皆

さんに御納得をしていただける御努力を期待をして賛成の討論とさせていただきます。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決をいたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決をされまし

た。 

 午後の１時まで休憩いたします。 

              午前１１時５２分 休憩 

              午後 １時００分 再開 

              〔議長交代〕 

副議長（道法知江君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１９ 

副議長（道法知江君） 日程第１９、議案第２０号竹原市消防団員等公務災害補償条例等

の一部を改正する条例案を議題といたします。 

 事務局から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２０号竹原市消防団員等公務災害補償条例等の一部を改正す

る条例案ついて、提案の理由を御説明申し上げます。 
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 本案は、障害者自立支援法の一部が改正され、同法の題名が「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律」に改められることなどに伴い、同法の規定を引用

している条例について、同法の題名及び引用条項の整理等を行うものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２０ 

副議長（道法知江君） 日程第２０、議案第２１号特別職等の給与の特例に関する条例の

一部を改正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２１号特別職等の給与の特例に関する条例の一部を改正する

条例案について、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、平成２５年３月３１日まで実施することとされている市長、副市長及び教育長

の給与の減額措置を、平成２６年３月３１日まで１年間延長するものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

 １４番。 
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１４番（小坂智徳君） 質疑をさせていただきたいと思います。 

 市長あるいは副市長、そして教育長、個々１０％、７％、５％と今日まで約１０年間余

りずっと減額措置をされておられるわけでございます。そういった中、今回トータル的に

は１年間で２６２万円ぐらい、そういった効果額、このように承知をしておるわけでござ

います。そういった観点から市長におかれまして、この減額というのを今日まで１０年間

なぜされる、そういった理由、そういったものも明確に教えていただきたい。 

 そもそも思い出してみますと、当時市長が就任をされまして間もなくこの議場の中で大

変元気のある議員の方々、こういった方が苦しい財政状況の中でいろんな意味で市長みず

から身を削るべきではなかろうか、こういった経緯の中で最初御提案をされ今日まで来て

おるわけでございます。しかし、私が思いますのは、いろんな意味で本年またこうして１

年間延ばして条例案を出されたということは、社会情勢、経済情勢、あるいは市の財政状

況、こういったことも含め勘案をされて出されているのか、あるいは次の議案であります

トップみずから減額措置をして、部課長５％の次の議案で出てくるわけでございますが、

効果額１，０００万円、こういったことに対しても三役そのものが模範を示していかなく

てはいけない、こういったことか、そのようなさまざまな思いがするわけでございます。 

 そして、事例を申し上げますと、市長は本来でしたら月８１万５，０００円の給料であ

る、そして副市長は６６万５，０００円である、教育長は６１万円である、こういったこ

と、また期末手当においてはいろんな減額の措置の金額というのは、市長においては３７

万２１４円、副市長においては２１万１，４５６円、教育長においては１３万８，５４７

円、トータル７２万円、合わせて２６２万２，８１７円でございます。こういった裏づ

け。じゃあ、他の市町村の事例を見てみますと、２３市町、県内にはあるわけでございま

す。市の中では庄原が一番低い金額で、これが７３万１，０００円の市長の給料、そして

竹原が２番目の７３万３，５００円、大竹が７５万６，８００円、三次は市長の選挙の公

約で４５万円となっておるわけでございます。また、町の事例を申し上げますと、府中が

最高額で８４万５，５００円、そして海田、熊野、坂が８２万１，０００円、北広島が７

３万円、最低の報酬というのは大崎上島の６８万５，３００円、こういった事例であろう

かと思います。また、全国においては、市のほうは８２万９，３００円、これが全国の市

の事例、町の事例というのは６７万９，７００円、こういったことでございます。こうい

ったことは、市長職というのは２万９，０００の人口のトップとしていろんな意味でまだ

私は反対に出してあげてもいい、このような思いも個人的にはするわけでございます。そ
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ういった観点から２点ほどお聞きをしたいと思います。 

 まず１点目は、先ほど言いましたように、どのような理由で今回引き続き提案をされた

のか、そして今後いつまでこういった措置をされるのか。 

 以上、２点につきまして御答弁をいただきたいと思います。 

副議長（道法知江君） 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） ２点御質問をいただきました。今回の市長、副市長を初めとし

ました教育長の特別職等の給与の減額に関する御質問でございますが、そういった特別職

等の給与及び報酬の額につきましては、その職務の特殊性や職責に応じまして、また他の

地方公共団体等の状況を考慮する中で定めなければならないというふうに認識をいたして

おります。 

 このたびの特例措置の延長でございますが、現下の社会経済情勢、本市の財政状況等、

非常に厳しい状況が続いているところでございます。本市が今日まで行ってまいりました

行財政改革の取り組み、これにつきましては今後も継続実施する必要があるというふうに

考えまして、市長みずからがその姿勢を示すとの観点から特例措置の延長を今回提案させ

ていただくというものでございます。よろしくお願いいたします。 

 それから、いつまでというような御質問でございますが、本市を取り巻く、先ほど申し

上げました社会情勢あるいは財政状況等、総合的な判断のもとに今後も対応してまいりた

いというふうに考えておりますので、御理解のほどをよろしくお願い申し上げます。 

（１４番小坂智徳君「終わります」と呼ぶ） 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 
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  日程第２１ 

副議長（道法知江君） 日程第２１、議案第２２号竹原市職員の給与の特例に関する条例

の一部を改正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２２号竹原市職員の給与の特例に関する条例の一部を改正す

る条例案について、提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は、平成２５年３月３１日まで実施することとされている職員の給料月額の減額措

置を、平成２６年３月３１日まで１年間延長するものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） それでは、質問したいと思います。 

 担当委員会ではありませんので、まず１点目の質問は、この給与の削減ということで対

象者とその平均のカット額、それと全体の影響について、確認を含めてお伺いしたい。 

 それから、２点目のとこなんですけども、今国でもいろいろ議論が始まっておりますけ

れども、デフレ不況と今の状況をどう打開するかということがこの最大の焦点っていいま

すか、重要な課題の一つであります。それで、私どもはこのデフレ不況の原因というのが

働く人の給与所得者等の収入がこの間ずっと減ってきているということで、この間いろい

ろこの議会でも申し上げてきました。それで、国会ではやっと安倍首相も、我が党なんか

の国会でも取り上げた結果もあるんでしょうけれども、これは大きな経済界の団体ですけ

ども、経済界の団体に賃金の引き上げを国会で質問して、安倍首相自身も経済界に、賃金

ではないんですが、報酬の引き上げをお願いしたということもあります。ですから、竹原

市は一つの小さい自治体ですけれども、同じようなやっぱりデフレ不況、厳しい経済状況

等はあると思うんですね。ですから、私はいろいろ確かに公務員の賃金云々というのがあ

るのは承知しておりますけれども、ここでそういった私はデフレ不況というのは、先ほど

申し上げたように、賃金が減っていると、要するに購買力、物を買う力が減退してると、

この間ずっと。そこに最大の問題があるということで、ここに対する対策が具体的な景気

回復につながるということは言いました。国会でも今紹介しました。首相もそういった経
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済界にはそういう要請もやっとされました。そういった状況を踏まえて、私は今回の提案

っていうのが逆行してるんじゃないか、今の景気回復をやることに対して逆行の施策じゃ

ないかということを私は大変危惧しますけれども、２点目の質問として市長はどのように

お考えでしょうか。 

副議長（道法知江君） 順次答弁を願います。 

 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） ２点御質問をいただきました。 

 まず、今回の職員の給与の減額の対象者数、影響額という御質問でございますが、対象

者は部課長で２７名でございます。それで、１人当たりの１年間の影響、削減額でござい

ますが、平均しまして約３８万円でございまして、全体トータルしますと１，０２５万円

の減額ということになります。 

 それから、この減額措置がそういった経済に与える影響、どのように考えるかというよ

うな御質問でございます。職員の給与でございますけども、地方公務員の給与につきまし

ては国あるいは他の地方公共団体の給与の状況、あるいは民間事業者との給与の均衡、こ

ういったものを勘案して原則として定めるということとされております。これまでもそう

いったような考え方から一定には人事院勧告制度に基づきまして決定をさせていただいて

いるというところでございます。このたびの部課長の給与の削減につきましては、市長の

ほうから先ほど申し上げましたように、大変厳しい経済情勢あるいは本市の財政状況など

を総合的に勘案いたしまして、さらなる行財政改革に取り組む必要があるというようなこ

とから取り組むというものでございます。経済状況あるいは景気、雇用情勢というものは

全国的にはやや持ち直しの動きが見られるというふうに言われておりますけども、先ほど

議員さんのほうからおっしゃられたように、本市の状況は非常に大変厳しい状況が続いて

いるというふうに思っております。こうしたような景気対策につきましては、経済対策と

申しますか、これまで国の経済対策等にこうした予算をお願いいたしまして取り組んでき

たところでございまして、このたびの補正予算につきましてもこうした経済対策には取り

組むということといたしておりますので、御理解いただきますようにどうぞよろしくお願

いいたします。 

副議長（道法知江君） １４番。 

１４番（小坂智徳君） 今課長が言われましたのは、部課長、ここにいらっしゃる２７名

の方が１年間１，０２５万円ですか、こういった効果の点がある、そして昨年からいわゆ
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る５％ということ、１年間で約３８万円ということ、これはよく考えてみますと、今まで

も再々申し上げたわけでございますが、ちょうど今の部課長の皆さん方というのは、当時

の森川市長のときに採用をしなかった、そういったひずみがありまして、若い世代の部課

長の皆さん方がいらっしゃるわけでございます。ということは、裏を返したら家庭に帰り

ますと恐らく小さいお子さんは小学校あるいは中学校、そして高校、大学、一番教育費に

今一番私は要るんではなかろうか、このような思いを個人的には思っておるわけでござい

ます。１年間３８万円、例えば高校、大学に仕送り３万円できるわけでございます。そう

いった観点から言うても、いろんな思いでまた今回も同調された、これは先ほどの案件で

はございませんが、市長あるいは副市長、教育長みずから厳しい財政状況あるいはこうい

ったことを１０％、７％、５％とみずから切っておられる、その歩調を合わせていかなく

てはいけない、こういった思いの中で恐らく同意をされたんではなかろうか、そして今回

のこの上程に至ったんではなかろうか、こういった思いを持っておるわけでございます。 

 そこで、お尋ねをさせていただきたいのは、私自身は委員会でも質問をさせていただい

たわけでございますが、いろんな判断があろうと思いますが、交渉を部課長の方々とする

ときどういった反応であったのか、その点をなかなか答弁が難しいとは思いますが、わか

りやすく雰囲気を教えていただきたい。 

 そしてもう一点は、先ほども松本議員がおっしゃいましたが、国においては閣議決定に

おいて交付税約４，０００億円余り減にいたしますよ、これは給与カットをやりなさいよ

というようなことで、恐らく７月、８月には一般職員の皆さん方もまた減額になってく

る、このような思いも持っておるわけでございます。竹原市民の所得の平均というのは約

２３０万円余り、こういった統計、そして竹原市６５歳以上の方が２万８，０００内のう

ち１万人いらっしゃるわけでございますが、年金夫婦生活者の方、国民平均２５０万円、

２０万円で月にやっておられるわけでございます。こういった事例がある。そして、市長

も経済人でございまして、新聞等々でいろいろと拝読をされていらっしゃろうと思います

が、４月に入って国のいろんな助成措置があるといいましても、ローソン、あるいはきょ

うも出ておりましたがセブン－イレブン、あるいは広島県においては竹原市と御縁がある

広島信用等々がいろいろと給料アップをする、こういったこともあるわけでございます。

そして、経済人として、あるいはトップとして果たして職員の方々がいろんな意味で士気

に影響をしないのか、このような思いも持っておるわけでございます。そういった観点か

らも、以上２点につきまして御答弁をお聞かせいただきたいと思います。 
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副議長（道法知江君） 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） ２点御質問をいただきました。 

 まず、１点目の職員への説明と申しますか、どういったようなことであったのかという

御質問でございますが、この減額措置の提案をさせていただくに当たりまして、庁内で会

議を開催いたしまして、引き続き厳しい経済情勢であるとか、本市における厳しい財政状

況、こういったことに対処していくためには職員一丸となって取り組んでいく必要がある

というようなことから、この減額について理解、協力を求めてきたところでございまし

て、そういったところで意思統一をしてきたということでございます。 

 それから、職員の士気に影響しないのかというような御質問でございますが、先ほど申

し上げましたように、庁内における会議でそういったところについては職員一丸でやって

いくということで確認をしてきたところでございますので、そういった士気に影響がない

ように取り組む必要があると思いますから、その点については職員で一丸になって取り組

んでまいりたいと思います。よろしくお願いいたします。 

（１４番小坂智徳君「終わります」と呼ぶ） 

副議長（道法知江君） １３番。 

１３番（脇本茂紀君） まず、第１に言えることは、何のためになぜ下げるのかと。こう

いう財政が非常に厳しい折、あるいは世の中が不況だからというようなことが一つの根拠

になっておりますけれども、そういう時期だからこそ、むしろ市がこういう時期にどのよ

うな施策を行うか、あるいはどういうふうに住民と接するか、そういうことが極めて重要

でありますし、とりわけ雇用の問題からいえば、この時期に竹原市としてはどのように雇

用というものをしっかり確保し、また市民の方々の賃金や労働条件をどういうふうに確保

するかというようなことに真剣に取り組まなくてはならない時期であるというふうに思い

ます。そういう時期に、とりわけそういうことを考える場合の市の職員の中枢である部課

長がまずみずからの賃金を下げて、果たしてそれでそのモチベーションというものが保て

るのかどうかという危惧が特にするわけであります。これはいつまで続く、ぬかる溝とい

うふうにこの間委員会では言ったんですけれども、ことし下げたらまた来年も下げるんじ

ゃないか、再来年も下げるんではないか、市長の例を見れば１１年間下げたままになるん

じゃないかと。そんなこの間経過ですよね、ずっと考えてみたら。よくなるという保障は

どっこにもない。いつまでたっても財政状況はよくならない、いつまでたっても景気がよ

くならないということを理由にして、こうやって非常に臨時的な措置として毎年毎年いわ
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ゆる管理職の賃金を下げるというのはまずいかがなものかというふうに思います。そし

て、さっきお話がありましたように、とりわけこの世代は子供が高校から大学に行って、

消費の面でも非常にお金がかかる、そういう世代の方々に、さっきも言われましたよう

に、１人年間３８万円平均してでもその賃金の引き下げというものを強要する。そして、

これで浮いた１，０２５万円が例えばそういう部課長のモチベーションを上げるために使

われるんであればまだ少しは我慢もできるかもわからんと、あるいはそういう意味で部課

長がもっと仕事がしやすいような条件をつくるためにこのお金が使われるんであれば、ま

だ我慢もしてやれるかもわからない。とりわけやはり今の職場の中で、例えば類似団体と

比較しても竹原市の場合は４２名職員が足りないというふうに結果が出ているわけで、４

２人も足りない職場を管理運営しなきゃならない部課長はみずからの賃金を下げながら、

なおかつそういう大変厳しい管理運営をやっていかなきゃならない。そして、管理運営を

されるほうの立場の職員の場合も、その半分はいわゆる非正規の人がふえていて、ある意

味ではいろんなさまざまな責任の面でも部課長に係ってくる重みというものが大変強くな

ってると。そういう状況でもあるわけです。だとしたら、これで１，０００万円のお金が

例えばその非正規の人の賃金や労働条件がよくなることに使われるとか、あるいは職員の

働き方がもっと働きやすくなるようなものとしてそのお金が利用されて、部課長として仕

事が極めてやりやすくなるような、そういうものとして使われるというふうな保証ははっ

きり言って全くない。もっと言えば、このお金は一体何に使われるものかわからんと。と

にかく財政が厳しいからとにかくおたくらは我慢して減してくださいっていう話でしかな

いとしたら、やっぱり夢も希望もないじゃありませんか。そういう意味でやはりもっと的

確にそういうふうに減す、結果として下げる以上は例えばこういうモチベーションを上げ

るためにこういう施策に使いますよと。部課長から意見を聞くとしたら、今部や課が非常

に困ってるところの例えば人員の問題あるいは職場環境の問題、そういうものをよくする

ことによって住民サービスというものを向上させていくような費用としてこのお金がまた

使われるというんであれば、少しは納得ができるかもわからない。そういう意味での議論

が多分私は部課長会でもっと真剣に行われてこのことの合意形成がされれば、もっと前向

きなその方向性というものが出てくると思うんですね。そういう意味で私がお伺いしたい

のは、さっき部課長会で話されたことが本当に部課長のモチベーションを上げるような議

論をみんなでやって一丸となってやる方向っていうふうになってるとは到底思えないし、

もしそういうふうに考えるんであるとすれば、そういう改善の方向はどういう方向で改善
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しようとしているのか、そこらあたりが本来三役あるいは部長も含めて、いわゆる管理す

る側のほうに問われてることじゃないかというふうに思うわけでありまして、そのあたり

について御所見があればお伺いしたいと思います。 

副議長（道法知江君） 総務部長、答弁。 

総務部長（今榮敏彦君） このたびの職員管理職の給与削減にかかわりまして、部課長会

議で昨年も、そしてことしも市長、副市長、そして教育長出席のもとにこの件の実施の目

的などについてお話をしていただく中で、我々管理職としてその御意向に従うべきという

ふうな判断をした上でこの提案をさせていただいているところでございます。 

 もちろん議員のほうから御意見のございましたこの減額による影響額の使途の問題につ

きましては、部課長会議の中でも今回この実施をするに当たっての趣旨目的からすれば、

やはり市民に対してそういう姿勢を示していることのアピールというものが必要であろう

というような御意見もございました。もちろんこの額についてどのように、いわゆる全体

の中の財源としてどのような使い方をしていくかにつきましては、今の竹原市行政の施策

方針の中で財政運営をしておりますので、いずれにいたしましてもその中にどうしても財

源としては調整をされるということにはなろうかと思います。御意見のありました、例え

ば人員確保、各職場の環境の整備の問題、または非正規職員の処遇の問題、これらにつき

ましても一定には個別具体に庁内で検討する中で、もちろん職員団体の調整の中でも対応

させていただき、一定の改善もこの間させていただいてきたところでありますけれども、

これらの件につきましては引き続き適宜適切に対応しなければならないというふうに考え

ているところでございます。全体の事務量として権限移譲等もございます。また、市民の

ニーズ、それから行政政策の中で新たな事務、課題等も接しておりますので、これらに適

切に対応するためにはどうしてもやっぱり職員の力というものが必要でございますので、

このモチベーションが下がらないように、もちろん我々管理職ともども個別の協議、また

全体の協議をする中で、市長、副市長、教育長のもとに一致団結して行政推進に努めてま

いりたいというふうに考えておりますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

副議長（道法知江君） １３番。 

１３番（脇本茂紀君） 結局その財政再建というときに人件費を削減するというのは最も

安易で最も簡単な方法なんですよね。だけど、さっきから話がありますように、本当は今

のやはりこの不況というものの大きな要因としていわゆる消費の減退ということがある。

そういう消費を拡大していくためにはやはり賃金が上がらなければ拡大しないわけで、そ



- 79 - 

ういう意味では、そういう竹原市内での消費を拡大するという観点からもやはりもっと市

がそういう意味でのいわゆる需要を喚起するような方向を打ち出さない限りどんどん縮小

再生産と。もちろん市の管理職の賃金が下がれば民間の賃金も下がる、さらに市の職員の

賃金が下がれば民間も下がるというふうないわゆる負のスパイレルになっていく危険性は

十分あるわけであります。ある意味で最大のサービス産業である市というものが、今申し

上げましたように、５００人いても半分が正規、半分が非正規というふうな状況の中での

サービスを余儀なくされているときに、例えば先日読売新聞では新たに準正規労働を創出

しようと、余りにも非正規のその条件が悪いので、準正規労働というふうな新たな労働条

件も確保しなきゃならないというふうな方向性が次年度からという形で打ち出されており

ました。そうした竹原市民のいわゆる賃金やあるいは労働の条件というふうなものを全体

として総体として考えるような視点が竹原市そのものの政策の中にも必要なのではないか

と。もっと言えば、５００人もの市民を抱えている竹原市としてやはりそのあたりをしっ

かり考えていく必要があるのではないかということを痛切に感ずるわけでございまして、

いずれにいたしましてももう少しそういう意味で部課長がみずからの賃金を下げるという

ことにとどまらず、やはりそれが全体としての竹原市のモチベーションを上げるという方

向に転換をしていくような視点というものをぜひともお願いをして質問を終わります。も

し御答弁がいただければ答弁いただきたい。 

副議長（道法知江君） 答弁よろしいですか。 

 副市長、答弁。 

副市長（三好晶伸君） このたびの管理職の給与の削減あるいは特別職の削減ということ

につきましては、先ほど来申し上げましとるように、１つにはいろんな景気不況あるいは

市民の暮らし等々についての考え方もございます。そういった中で１点私のほうからちょ

っと申し上げたいのは、ここ数年の本市における予算の組み立てでございます。いわゆる

歳入については税収の減というものがここ数年続いております。その中で特に個人市民税

あるいは法人市民税の落ち込みが顕著となっておるという点、そして国のほうで言えば地

方交付税の先行きが大変厳しいというような中で、現在本市の財調あるいは基金等の切り

崩しもここ数年大変大きな繰り入れをせざるを得ないと。２４年度においても７億五、六

千万円、そして新年度においては約１０億円程度切り崩しをしなければならないといった

状況もございます。１つには、市民のそういった暮らし、そしてこれから、先ほど脇本議

員が言われたように、確かに総合計画の中でそういった中で沈滞ムードをそのまま持続さ
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せてはならないと。したがいまして、総合計画の中で住みよさ実感する中で本市において

は、子育て、高齢者、そして雇用、さらに安全・安心、そして交流人口の拡大から定住に

つなげていくような地域振興策、こういったものをこの経済対策とあわせて積極的に公共

事業の投資を中心とした政策を打ち出していきたいというようなことで、町の活力を上げ

ていくというような施策について本市の部課長においてもそういったことをみんなで一丸

となって団結して向上させていこうじゃないかというようなことからモチベーションが下

がらないようにというようなことで、今先ほどから申し上げているところでございます。

今後におきましても、そういったことを念頭に置いて、市民の暮らし、そして活力をさら

に向上させていく政策を進めていくということで御理解をいただきたいと思います。 

副議長（道法知江君） ４番。 

４番（山村道信君） 簡単に質問させていただきます。 

 まず、こうすることによって部課長クラスの年間所得、これが幾らになったかというこ

と等、教えていただきたい。 

 そしてもう一つ、一般職、今回全然さわられてない一般職の方々の年間所得、これも御

提示いただきたいと思います。 

副議長（道法知江君） 順次答弁を願います。 

 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） 職員の年間所得ということの御質問でございます。済いませ

ん、統計上部課長が幾らというようなことをちょっと集計をいたしておりませんので、部

課長についてはちょっとわからないんですけども、予算上で毎年広報紙等を通じて職員の

給与などの状況については公表させていただいております。それで、昨年の８月にも広報

で出させていただいたわけでございますが、予算上ということで申し上げますと、平成２

４年度、今年度でございますが、１人当たりの給与費は５８９万１，０００円ということ

でございます。 

副議長（道法知江君） ４番。 

４番（山村道信君） ありがとうございます。これは一般職というふうにとっていいんで

すね。そうした場合、部課長職がこれ以上の給料を持って帰られてるということが考えら

れるわけです。この５８９万円、これをどういうふうにとられるか。これはやはり一般納

税者の方がこの数字を聞かれてどう思うか。全てはこれに尽きると思います。本当に我々

一生懸命普通の、普通のというんですか、仕事をして汗水垂らして帰ってきても、やはり
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先ほど同僚議員が言われましたように、年間２５０万円足らず、そしてその中には最近解

雇という言葉よりもむしろ倒産による解雇というひずみもございます。むしろそっちのほ

うが大きいんですね。それとじゃあ公務員職を比べるのかということになるわけなんです

が、しかしながら一般市民、やはりそういったところは冷静な目で見てるわけでございま

して、さらなる私は努力が必要だと、こう思うわけでもありますし、ましてやその中でや

はり皆様方はある意味守られてやられてるんだと、仕事されてんだというプライドとさら

なる献身的な気持ちを持って職に臨んでいただきたいと、こういうふうに思うわけでござ

います。 

 以上です。 

（「議員が６１０万円じゃろう。議員が６１０万円」と

呼ぶ者あり） 

副議長（道法知江君） ７番。 

７番（宮原忠行君） もし質問が的外れじゃったらお許し願いたいと思うんですけれど

も、私はこの議案第２１号とは違いまして議案第２２号につきましては、昨年いろいろ国

あるいは国会等において東日本大震災のきずなの確認といいますか、そのための連帯をし

てお互いがある意味で言えば血を流し合おうやという形の中で出てきたのがこの部課長の

給与削減だったように考えとるわけですね。ですから、それぞれの地域の経済状況とかな

んとかとは全く関係なく、ぜひとも政府とか国家においてここは何とか東日本大震災への

きずなの確認、連帯、そうした意味を込めて何とか職員の給与削減、もっと言えば、それ

に伴う復興財源に充てるように御努力を願えんかということで全国の自治体へ協力要請を

して、昨年から実現したのがこの削減案じゃったんではないかと、このように考えておる

わけでありますけれども、もし私の考え方に間違いがあれば御指摘を願いたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

副議長（道法知江君） 総務課長、答弁。 

総務課長（桶本哲也君） 昨年の３月の定例議会におきまして、この部課長の給与の削減

に関する条例というのを初めて出させていただいたわけでございますが、昨年出させてい

ただいた際には、確かに今年度から国家公務員については東日本大震災の復興財源に充て

るということで平均７．８％の給与削減を行うという法律が成立したちょうどところでご

ざいました。市の職員の給与削減につきましては、そういった状況ではございましたが、

昨年度の予算編成におきまして多額の基金を取り崩すということと、それから各種社会保
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障制度におきまして市民に対し負担増を求める中での運営を余儀なくされるということな

ど、総合的に判断いたしまして１年間部課長の給与を５％減額する措置を講じるというこ

とで提案をさせていただいたところでございます。よろしくお願いいたします。 

（７番宮原忠行君「いいです、よろしい」と呼ぶ） 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 私は当議案に反対をしたいと思います。 

 国、地域を問わず経済の最大の使命は、不況脱却、デフレ不況からいかに早く脱却する

かと、このデフレ不況の最大の要因がこの数年間続いた働く人の賃金が下がっていること

は間違いないわけですね。ここをいかに引き上げて経済を活性化するか、物を買う力を拡

大するか、景気の回復する決め手だと。これは先ほど国の紹介の分は安倍首相のことも紹

介しました。地域経済のかなめであるそういった働く人の賃金、これを上げるということ

に対して私はこれは逆行したやっぱり提案だと、こういったことを今選択肢としてとるべ

きじゃないと。いろいろ市民感情はあるけども、公務員としてはいろいろ働いてもらって

市民のために頑張ってもらって、そして元気で本当に景気も回復させる。そのために公務

員の大きなやっぱり役割は私はあると思うんですね。ですから、私は今一生懸命確かに公

務員が働いてもらうということは必要なんだけれども、この賃金を下げるということに対

しては竹原市の経済全体を見てもこの数年来こういった賃金の削減は続いているわけです

から、地域経済、竹原市の経済の回復にはつながらない。デフレ不況の脱却、これに逆行

する施策は選択肢としてとるべきじゃないという立場から反対をしたいと思います。 

副議長（道法知江君） これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

副議長（道法知江君） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２２ 

副議長（道法知江君） 日程第２２、議案第２３号平成２４年度竹原市一般会計補正予算

（第５号）を議題といたします。 
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 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２３号平成２４年度竹原市一般会計補正予算（第５号）につ

いて、その概要を御説明申し上げます。 

 今回の補正予算は、国の経済対策に係る補正予算に呼応した社会資本整備事業や各種事

業の精算見込みによる調整などが主なものであります。 

 まず歳出でありますが、総務費においては、地域公共交通に要する経費として、交通施

設バリアフリー化設備整備費補助金の減１，２００万円、企画調査に要する経費として、

特定地域再生計画策定委託料７１３万円、電算機器管理に要する経費として、機器リース

料などの減８３５万２，０００円、地域情報化に要する経費として、電柱工事負担金の減

２７２万５，０００円、基金管理に要する経費として、地域振興基金積立金１４０万４，

０００円、衆議院議員選挙に要する経費として、時間外勤務手当の減１６１万７，０００

円、合わせて１，６１６万円を減額計上しております。 

 民生費においては、特別会計歳入補填に要する経費として、国民健康保険特別会計等繰

出金２，０２４万１，０００円、介護保険特別会計繰出金の減５２５万円、住宅手当緊急

特別措置事業に要する経費として、住宅手当給付費の減１６７万７，０００円、障害者医

療対策事業に要する経費として、重度障害者医療費の減２００万円、障害者援護事業に要

する経費として、特別障害者手当等給付費の減１００万円、特別会計歳入補填に要する経

費として、保険基盤安定繰出金の減２９７万８，０００円、療養給付費に要する経費とし

て、療養給付費負担金の減２，９３４万８，０００円、乳幼児医療給付に要する経費とし

て、乳幼児医療費の減５０３万７，０００円、特別児童扶養手当・児童扶養手当事業に要

する経費として、児童扶養手当の減４０４万７，０００円、保育事業に要する経費とし

て、私立保育所委託料の減１０１万６，０００円、放課後児童クラブに要する経費とし

て、指導員賃金の減２００万円、子ども手当支給に要する経費として、子ども手当の減

１，５１０万２，０００円、合わせて４，９２１万４，０００円を減額計上しておりま

す。 

 衛生費においては、地域保健医療対策に要する経費として、産科・周産期医療施設整備

事業負担金の減３００万円、母子保健推進に要する経費として、健診委託料の減２３１万

７，０００円、広島中央環境衛生組合に要する経費として、当該組合への負担金の減３，
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４８１万円、合わせて４，０１２万７，０００円を減額計上しております。 

 農林水産業費においては、圃場整備事業に要する経費として、上田万里地区圃場整備事

業費４２０万５，０００円を追加計上しております。 

 商工費においては、商工業振興対策に要する経費として、中小企業融資制度に係る預託

金３，３００万円を減額計上しております。 

 土木費においては、道路維持補修に要する経費として、市道中須明神線外５路線整備事

業費１，０００万円、市道施設点検業務委託料５００万円、床浦丘団地線待避所整備事業

費の減１８０万円、道路整備に要する経費として、市道宮床２号線道路改良事業費の減７

００万円、市道八代谷曽井線道路改良事業費５，０００万円、市道築地１号線道路改良事

業費６００万円、県営道路整備に要する経費として、当該事業に係る整備負担金６００万

円、橋梁維持補修に要する経費として、橋梁長寿命化点検事業費７６０万円、港湾整備に

要する経費として、竹原港北崎フェリーターミナル改修事業費１億７００万円を計上して

おります。 

 次に、都市公園管理に要する経費として、公園遊具整備事業費１，１００万円、公園長

寿命化計画策定事業費１，０００万円、都市公園整備に要する経費として、的場公園園路

改修事業費６，６００万円、街路事業に要する経費として、新開地区都市再生整備事業費

１，７５０万円、県営道路改良事業負担金の減１，３３５万３，０００円、新開土地区画

整理事業に要する経費として、測量設計委託料や土地造成費など１，８３４万円、特別会

計歳入補填に要する経費として、公共下水道事業特別会計繰出金７００万円、住宅管理に

要する経費として、市営住宅屋根防水事業費の減１００万円、市営住宅解体事業費の減１

６５万円、単県補助事業に要する経費として、忠海中町３丁目地区急傾斜地崩壊対策事業

費の減３９０万円、県営急傾斜地崩壊対策に要する経費として、県営急傾斜地崩壊対策事

業負担金の減４００万円、交通安全施設整備に要する経費として、浜町３号線外２１路線

通学路緊急安全対策事業費３，０００万円、合わせて３億１，８７３万７，０００円を追

加計上しております。 

 消防費においては、常備消防に要する経費として、消防救急無線デジタル化整備事業に

係る常備消防委託料９，９２５万７，０００円を追加計上しております。 

 教育費においては、小中一貫校施設整備事業に要する経費として、測量設計委託料の減

２，８３５万６，０００円、小学校施設整備に要する経費として、竹原小学校屋内運動場

整備事業費３億２，６１４万５，０００円、その他教育振興に要する経費として、就学援
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助費の減１１６万８，０００円、中学校施設整備に要する経費として、賀茂川中学校校舎

耐震補強事業費１億１，５８０万７，０００円、子育て支援事業に要する経費として、幼

稚園の保育料負担軽減補助金の減９６万４，０００円、教育振興に要する経費として、就

園奨励費の減１７０万円、合わせて４億９７６万４，０００円を追加計上しております。 

 災害復旧費においては、平成２４年公共土木施設災害復旧に要する経費として、事業費

の精算により２６８万７，０００円を減額計上しております。 

 公債費においては、事業費の精査や地方債の借り入れ時の利率が当初見込みより下がっ

たことなどにより、利子９３０万円を減額計上しております。 

 なお、これらの歳出予算のうち、国の経済対策に係る補正予算については、１９事業、

事業総額９億４，９０８万１，０００円であります。 

 これに対し、歳入でありますが、市税においては、法人市民税１，８０９万２，０００

円、固定資産税２，８７９万８，０００円、合わせて４，６８９万円を減額計上しており

ます。 

 また、歳出に係る特定財源においては、県支出金５，７８１万２，０００円、繰入金１

億９，７７０万２，０００円、諸収入２，０５１万９，０００円を減額計上し、分担金及

び負担金８０万円、使用料及び手数料１００万円、国庫支出金２億４，７１５万４，００

０円、寄附金１４０万４，０００円、市債５億２０９万１，０００円を追加計上しており

ます。 

 一般財源においては、地方消費税交付金９５７万４，０００円、自動車取得税交付金３

４３万９，０００円を減額計上し、ゴルフ場利用税交付金２８５万３，０００円、地方交

付税３，２８０万８，０００円に加え、前年度繰越金２億２，９３０万１，０００円を追

加計上することにより、収支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ６億８，１４７万５，０００円を追加し、予算総額は歳

入歳出それぞれ１２７億７，９７１万３，０００円となるものであります。 

 次に、繰越明許費について御説明申し上げます。 

 追加分については、総務費において、ＪＲ竹原駅バリアフリー化整備事業について、事

業実施後の完了検査等に日数を要したため繰り越すものであります。特定地域再生計画策

定事業については、国の事業採択後の実施期間が不足するため繰り越すものであります。 

 このほかの追加分については、国の経済対策に係る追加補正に伴い新たに予算措置する

とともに、あわせて翌年度に繰り越し、事業実施するものであります。 
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 農業水産業費においては、上田万里地区圃場整備事業であります。 

 土木費においては、市道中須明神線外５路線舗装補修事業、市道施設点検事業、市道八

代谷曽井線道路改良事業、市道築地１号線道路改良事業、橋梁長寿命化点検事業、県営事

業港湾整備事業、竹原港北崎フェリーターミナル改修事業、都市公園整備事業、的場公園

園路改修事業、県営事業道路改良事業、新開土地区画整理事業、県営事業急傾斜地崩壊対

策事業、浜町３号線外２１路線通学路緊急安全対策事業であります。 

 消防費においては、防火水槽整備事業、消防救急無線デジタル化整備事業であります。 

 教育費においては、竹原小学校屋内運動場整備事業、賀茂川中学校校舎耐震補強事業で

あります。 

 次に、変更分については、土木費において、新開地区都市再生整備事業について、国の

経済対策に係る追加補正に伴い新たに予算措置しようとするため、今年度に設定した繰越

限度額を増額変更するものであります。 

 教育費においては、小中一貫校施設整備事業について、測量設計業務委託の入札残によ

り不用額が発生したため、今年度に設定した繰越限度額を減額変更するものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

 １１番。 

１１番（松本 進君） 教育関係の１点だけちょっと質問しておきたいと思います。 

 先ほど市長の説明でありましたように、国の経済対策にかかわる補正予算に伴って竹原

市でも１９事業、９億４，９０８万１，０００円の予算措置が補正予算であります。それ

で、資料もいただいておりますけれども、補正予算、国にかかわる、この経済対策にかか

わる補正予算で竹小の運動場、体育館の整備とか賀茂中の耐震整備事業とかありまして、

教育委員会に確認しておきたかったのは、幼稚園、小学校、中学校の耐震化率についてお

尋ねしたい。幼稚園、小学校、中学校、現在の耐震化率がどうなのか。この補正予算執行

後の耐震化率はどうなるのか。この点だけをお尋ねしておきたいと思います。 

副議長（道法知江君） 教育振興課長、答弁。 

教育委員会教育振興課長（久重雅昭君） 学校施設の耐震化率ということでございます。 

 まず、今現在の耐震化率でございますけども、幼稚園につきましてはゼロパーセント、

小学校につきましては６９．２％、中学校については６４．３％となっております。この

補正予算執行後の耐震化率でございますけども、幼稚園については変更はありません。小
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学校については７３．１％、中学校については７８．６％となる見込みでございます。 

 以上です。 

副議長（道法知江君） １１番。 

１１番（松本 進君） 副市長にちょっとお尋ねしたいと思うんですけれども、国も今回

の経済の補正、国の経済対策補正予算で文部科学省も学校の施設、耐震化、老朽化対策、

これをこの今回の補正予算で、これ全国的ですけれども、１，８８４億円補正予算の措置

がされております。これでさっき私が聞いたのは、学校教育施設の耐震化率のことを聞き

ましたけれども、これは全体の平均でしょうけれども、国の耐震化率はこの執行後は９

３％に耐震化率がなります。先ほどの数値がありましたけれども、これについて、教育

長、どうなんでしょうか。この目に見える形で私はいろいろ言ってるけども、目に見える

形での耐震化促進、これがやっぱり必要じゃないかと。国はもうこれが終わったとしたら

９３％の耐震化率になるということに比べて極めてやっぱり竹原市の現状は低いというこ

とについて、私は早急にやっぱり対策をとってほしいということがありますけれども、そ

の対策があればちょっとお聞きしたいというふうに思います。 

副議長（道法知江君） 教育振興課長、答弁。 

教育委員会教育振興課長（久重雅昭君） 学校の耐震化でございますけども、教育委員会

としましても子供の安全性、避難所となるということで学校の耐震化は重要であるという

ふうに認識をしております。 

 先ほどの全国平均の数値が言われましたけども、それよりはちょっと今現在低いという

こともございます。教育委員会では学校施設の耐震化計画、年次計画を立てまして、それ

に沿って随時耐震化を進めていくということで、平成２７年度までに学校施設の耐震化を

完了したいというふうに思っております。よろしくお願いします。 

副議長（道法知江君） １１番。 

１１番（松本 進君） 最後に、ちょっとお願いしたいのは、今の数値もありましたよう

に、全国的にもおくれてる。それから、そういった中でも竹原市の個別の耐震化率を見る

と、幼稚園ですよね、これはもうゼロですから、ここは保護者にどう説明するんですか。 

副議長（道法知江君） 教育振興課長、答弁。 

教育委員会教育振興課長（久重雅昭君） 幼稚園の耐震化でございますけども、これは以

前にも申し上げましたけども、現在幼・保一体化施設のあり方を検討をしておるというこ

とでございますので、その検討結果を待って耐震化に取り組んでいきたいというふうに思
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っております。 

副議長（道法知江君） ７番。 

７番（宮原忠行君） ２点ほどお尋ねをさせていただきたいと思います。 

 やっぱり教育委員会の件ですけれども、就学援助費が１１６万８，０００円減額になっ

ておる理由が対象児童が減ったことによるのか、その他の理由によるのか、お教え願いた

いと思います。 

 それから、歳入についてでありますけれども、法人市民税が１，８０９万２，０００

円、固定資産税２，８７９万８，０００円、合わせて４，６８９万円が減額計上されてお

ります。その理由についてお教え願いたいと思いますので、よろしくお願いをいたしま

す。 

副議長（道法知江君） 順次答弁を願います。 

 学校教育課長、答弁。 

教育委員会学校教育課長（亀井伸幸君） 就学援助費の減につきましては、当初予定して

おりました人員よりも少なかったということで減額させていただいております。 

副議長（道法知江君） 税務課長、答弁。 

税務課長（沖本 太君） 法人市民税と固定資産税の減額補正の理由という御質問でござ

います。 

 法人市民税につきましては、当初予算見込みにおきまして法人市民税の課税規模の大き

い法人につきましては個別に、そうでない法人につきましては各種業種別に会社情報誌の

業績予想等から法人税額等を見込んで、そこから法人市民税を見込んでるというような状

況でございます。 

 ほんで、平成２４年度予算をこのたび補正する理由でございますが、予算の見込みと比

較いたしまして大きな増減をした法人、そういった法人があるわけでございますが、その

法人中心に税額が確定したということがありましたので、見込まれる税収額が減少すると

いうことがございますので、歳入予算を減額補正するというものでございます。 

 固定資産税の減額の理由でございますが、固定資産税につきましては土地、家屋、償却

資産とそれぞれ課税客体があるわけでございますが、このたびにつきましては主に償却資

産の減額ということで減額補正をさせていただいているところでございます。 

副議長（道法知江君） ７番。 

７番（宮原忠行君） 固定資産税の大規模償却資産については、私恐らく当初予算からあ
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る程度の減価償却率を見込んである程度しとるはずで、そんなに本来ならば大きく見通し

を誤ることはないんではないかという気はしとるんですね、私の経験からしても。そこら

辺がちょっと腑に落ちない。それで、さらに今度２５年度の当初予算もするわけですけれ

ども、２３年度の決算で言えば約７，０００万円の法人税の増額があったわけですね。そ

こら辺の見通しがさてどうなんかというちょっと心配といいますか、そういう思いがあり

ましたもんで、あえてこれ以上の答弁はお聞きいたしません。２５年度当初予算でしっか

り議論させてください。 

 以上です。 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２３ 

副議長（道法知江君） 日程第２３、議案第２４号平成２４年度竹原市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２４号平成２４年度竹原市国民健康保険特別会計補正予算

（第３号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 保険給付費においては、療養給付費に要する経費として、一般被保険者療養給付費の減

２，３５４万６，０００円、出産育児一時金に要する経費として、当該一時金の減２６１

万円、合わせて２，６１５万６，０００円を減額計上しております。 
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 共同事業拠出金においては、高額医療費共同事業医療費に要する経費として、高額医療

費共同事業医療費拠出金の減９１２万６，０００円、保険財政共同安定化事業医療費に要

する経費として、保険財政共同安定化事業医療費拠出金の減３，２４２万６，０００円、

合わせて４，１５５万２，０００円を減額計上しております。 

 保健事業費においては、保健事業普及に要する経費として、人間ドック委託料や啓発指

導員の報酬など７８０万９，０００円を減額計上しております。 

 諸支出金においては、療養給付費精算に伴う返還金に要する経費として、平成２３年度

の一般被保険者に係る療養給付費等負担金の精算に伴う返還金３，０７２万２，０００円

を追加計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、国民健康保険税１，５２５万３，０００円、国庫支出

金２，７３３万５，０００円、県支出金７７８万２，０００円、共同事業費交付金６，６

５５万８，０００円を減額計上するとともに、療養給付費等交付金１，８２２万４，００

０円、繰入金５，３１３万円、前年度繰越金７７万９，０００円を追加計上し、収支の均

衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ４，４７９万５，０００円を減額し、予算総額は歳入歳

出それぞれ３７億３３６万４，０００円となるものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 
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  日程第２４ 

副議長（道法知江君） 日程第２４、議案第２５号平成２４年度竹原市貸付資金特別会計

補正予算（第１号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２５号平成２４年度竹原市貸付資金特別会計補正予算（第１

号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず歳出でありますが、貸付金においては、一般事務に要する経費として、一般会計繰

出金４００万円を追加計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、諸収入４００万円を追加計上し、収支の均衡をとって

おります。 

 以上により、歳入歳出それぞれ４００万円を追加し、予算総額は歳入歳出それぞれ１，

６０１万６，０００円となるものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２５ 

副議長（道法知江君） 日程第２５、議案第２６号平成２４年度竹原市公共下水道事業特
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別会計補正予算（第２号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２６号平成２４年度竹原市公共下水道事業特別会計補正予算

（第２号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず歳出でありますが、公共下水道費においては、施設管理に要する経費として、消耗

品費の減１００万円、公共下水道事業に要する経費として、汚水管の面整備事業や事業費

の精算により２，１００万円、合わせて２，０００万円を追加計上しております。 

 なお、地方債の借り入れ見込みと実績に差が生じたことなどに伴い、一部財源変更をし

ております。 

 これに対し、歳入でありますが、分担金及び負担金１７０万円、国庫支出金１，０５０

万円、繰入金７００万円、市債８０万円を追加計上し、収支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ２，０００万円を追加し、予算総額は歳入歳出それぞれ

７億６，９４０万８，０００円となるものであります。 

 次に、繰越明許費について御説明申し上げます。 

 公共下水道費においては、公共下水道事業について、新町地区雨水管渠整備工事に係る

地下埋設物の移設に伴う関係者との調整に不測の日数を要したことや国の経済対策に係る

追加補正に伴い新たに予算措置しようとするものでありますが、実施工期が不足するため

繰り越すものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 
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              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２６ 

副議長（道法知江君） 日程第２６、議案第２７号平成２４年度竹原市介護保険特別会計

補正予算（第２号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２７号平成２４年度竹原市介護保険特別会計補正予算（第２

号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず歳出でありますが、総務費においては、介護認定調査に要する経費として、手数料

及び訪問調査委託料４００万円を減額計上しております。 

 保険給付費においては、高額介護サービスの支給に要する経費として、高額介護サービ

ス費１，０００万円を減額計上しております。 

 諸支出金においては、介護給付費交付金等の返還に要する経費として、平成２３年度の

介護給付費交付金等の精算に伴う返還金５０９万２，０００円を追加計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、国庫支出金１，１５８万４，０００円、支払基金交付

金２９０万円を減額計上するとともに、県支出金２５３万３，０００円、繰入金３０４万

３，０００円を追加計上し、収支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ８９０万８，０００円を減額し、予算総額は歳入歳出そ

れぞれ３２億７，５８１万６，０００円となるものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 
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 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２７ 

副議長（道法知江君） 日程第２７、議案第２８号平成２４年度竹原市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号）を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

副議長（道法知江君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 議案第２８号平成２４年度竹原市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）について、その概要を御説明申し上げます。 

 まず歳出でありますが、分担金及び負担金においては、保険料等負担に要する経費とし

て、保険料等負担金１，００５万２，０００円を減額計上しております。 

 これに対し、歳入でありますが、後期高齢者医療保険料７０７万４，０００円、繰入金

２９７万８，０００円を減額計上し、収支の均衡をとっております。 

 以上により、歳入歳出それぞれ１，００５万２，０００円を減額し、予算総額は歳入歳

出それぞれ４億１，２６５万４，０００円となるものであります。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

副議長（道法知江君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 
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 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

副議長（道法知江君） 御異議なしと認めます。よって、本案は原案のとおり可決されま

した。 

（「休憩」と呼ぶ者あり） 

 ２時５０分まで休憩をいたします。 

              午後２時３５分 休憩 

              午後２時５０分 再開 

              〔議長交代〕 

議長（稲田雅士君） 休憩を閉じて会議を再開します。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２８～日程第３６ 

議長（稲田雅士君） お諮りいたします。 

 日程第２８、議案第２９号平成２５年度竹原市一般会計予算から日程第３６、議案第３

７号平成２５年度竹原市水道事業会計予算までの９会計予算を一括議題といたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、平成２５年度９会計予算を一括議

題とすることに決しました。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（小坂政司君） 平成２５年度当初予算を提出するに当たり、その概要を御説明いた

しますとともに、市政運営について所信の一端を述べ、議員各位及び市民の皆様の御理解

をいただきたいと存じます。 

 さて、我が国においては、日本経済を再生させるため、大震災からの復興を前進させる

とともに、強い経済を取り戻すことに全力で取り組んでおり、その効果による景気回復へ

の期待が高まっているところであります。 

 しかしながら、依然として物価動向はデフレ状況にあり、雇用情勢も厳しさが残ってい

ることから、適切な政策対応により景気回復につなげることが急務となっております。 
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 このような状況に対応するため、政府は、今年に入り「日本経済再生に向けた緊急経済

対策」を閣議決定した上で、１０兆円を超える大型補正予算を決定し、景気の底割れを防

ぐとともに、デフレからの早期脱却に努めているところであります。 

 本市においても、こうした国の取り組みに呼応するとともに、県の施策にも歩調を合わ

せ、インフラ整備を前倒して実施するなど、地域の活性化対策や市民の安心かつ安定した

暮らしの確保に取り組んでいるところであります。 

 こうした状況のもと、今後も地方分権改革のさらなる進展や厳しい財政状況など、本市

を取り巻く社会経済状況は大きく変化することが予想されますが、多様化する市民ニーズ

や地域の課題などを的確に把握する中で、市民目線に立った施策を推進するとともに、創

意工夫を凝らした施策の展開や独自の地域づくりを進めていくなど、引き続き、本市の魅

力を生かしたまちづくりを議員各位及び市民の皆様とともに手を携え、着実に進めてまい

りたいと考えております。 

 平成２５年度予算編成につきましては、こうした認識のもと、これまで実施してきた取

り組みを踏まえ、一人一人が輝き、豊かさと住みよさを実感することができる「元気で住

みよい竹原市」づくりを推進するため、子育て支援等・高齢化対策・安全・安心づくり・

地域振興を主要な分野として位置づけ、重点的な予算配分を行いました。 

 それでは、主要な施策について御説明申し上げます。 

 第１に、子供が夢を持ち人が輝く町を目指した施策について申し上げます。 

 今、私たちを取り巻く社会は、少子・高齢化、核家族化、情報化などが進む中で、人と

人とのつながりや地域力が弱まっていくことが懸念されております。 

 このため、まちづくりの基本を“人づくり”とし、人が町をつくり、町が人を育てると

いう考えのもと、自信を持ち安心して子育てができる町、子供の夢を応援する町、そし

て、全ての人がさまざまな特性や違いを超えてお互いを尊重し、それぞれの能力を発揮で

きる町をつくり上げていくことが必要であると考えております。 

 子育て環境の充実につきましては、これまでの妊婦健康診査の検査費用の助成、健診受

診に係る奨励金の支給に加えて、妊婦に対する歯科健診の助成を行い、より安全で安心な

出産の支援に努めてまいります。 

 また、子供の健やかな育成を図るため、子宮頸がん予防ワクチンやヒブ及び小児用肺炎

球菌ワクチンの接種費用を引き続き全額助成してまいります。 

 さらに、子育て世代の経済的負担を軽減するため、１８歳未満の子を３人以上扶養して
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いる場合の、第３子以降で３歳未満の園児に係る保育料の無料化、小学校６年生までの医

療費に対する助成、児童手当の支給などを引き続き実施してまいります。 

 学校教育の充実につきましては、「夢を持ち、子供が輝く教育の実現」を目指して、確

かな学力、豊かな心、健やかな体、信頼される学校づくりに取り組んでいるところであり

ます。 

 安全・安心な学校づくりにつきましては、子供の安全・安心を確保するため、児童・生

徒が１日の大半を過ごす場所である小・中学校施設の適切な維持管理及び耐震化を推進し

てまいります。 

 充実した教育環境づくりにつきましては、市内各地区の児童・生徒数の推移を踏まえ、

将来を見据えた学校づくりを推進するため、小中一貫教育を推進するための検討委員会等

を設置するなど、質の高い教育活動を行うための検討を引き続き行ってまいります。 

 人権尊重と人聞性豊かな人づくりにつきましては、市民一人一人が人権を大切にする意

義や重要性について十分な認識を深めつつ、人権意識の高揚を図っていくために、各種施

策に取り組んでいるところであります。 

 虐待、暴力の防止と保護、支援施策の推進につきまして、近年増加傾向にあるドメステ

ィック・バイオレンス等の相談や支援に対応するための相談員を配置し、被害に遭われて

いる方の保護、支援体制の充実及びそれらを防止するための啓発活動を進めてまいりま

す。 

 第２に、人が集まる元気なまちづくりを目指した施策について申し上げます。 

 現在、本市においても、地域経済や雇用状況の低迷が長く続いております。町のにぎわ

いを取り戻すためには、私たちはもっと地域に目を向け、自然、歴史文化、産業、技術及

び人材など今ある資源を生かした“竹原らしさ”を高めることが求められております。 

 また、地域の安全でおいしい食や特色ある物づくりを育て、地域でも消費する“地産地

消”の機運を盛り上げることも重要であります。 

 このため、特色ある産業や観光振興と情報発信、地域を支える担い手の育成や働く場の

確保など、市民の皆様とともに知恵を出し合い、魅力的なまちづくりを進めていくことが

必要であると考えております。 

 産業の担い手の確保と雇用の場の拡充につきましては、竹原工業・流通団地の大規模太

陽光発電施設第２期工事を起工し、またペット用品卸売業の物流施設の立地が決定するな

ど、これまでの取り組みの成果があらわれてきており、同団地の分譲率は平成２５年１月
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末現在で、６６．３％となっております。今後も引き続き企業誘致に必要な専門性の高い

ノウハウを持つ人材を雇用し、積極的な情報発信に取り組むとともに、市内へ進出した事

業所に対して、奨励金を交付するなど、さらなる企業誘致を推進してまいります。 

 農業の振興につきましては、耕作放棄地の発生を防止する中山間地域等直接支払事業や

農業基盤の整備として圃場整備事業に引き続き取り組むとともに、有害鳥獣対策として防

除施設設置への助成、集落ぐるみでの鳥獣被害防止対策を推進してまいります。 

 また、竹原産品の開発及び活用について、これまで行政や民間企業等が個々に取り組ん

できた現状を踏まえ、それらを集約し、一体的に取り組んでいく体制づくりを進めるとと

もに、竹原ブランドを発信してまいります。 

 水産業の振興につきましては、稚魚の育成・放流を行い、水産資源の維持・増大を図る

とともに、引き続き新規漁業就業者による漁船や漁具の購入費用に対して、費用の一部を

助成する取り組みを行ってまいります。 

 商工業の振興につきましては、引き続き中小企業預託融資制度を低利で運用するととも

に、昨今の経済状況に鑑み、資金確保を後押しするための融資枠を拡充し、市内中小企業

者の育成・支援に努めてまいります。 

 観光の振興につきましては、これまでの「道の駅たけはら」や本市を舞台にしたアニメ

「たまゆら」を活用した集客力促進の取り組みにより、本市の入込観光客数は増加傾向に

あります。引き続きこれらの地域資源を生かし、情報発信に努めるとともに、平成２６年

度に予定されている「瀬戸内しま博覧会（仮称）」に向けて、観光客の受け入れ態勢を整

備してまいります。 

 また、本市の持つ魅力を内外に広めるため、首都圏で本市のＰＲ活動を実施するなど、

本市のプロモーション活動を実施していく中で、イメージアップを図り、交流人口の拡大

ひいては定住人口の拡大につなげてまいります。 

 第３に、健やかで支え合う安心のまちづくりを目指した施策について申し上げます。 

 本市におきましても、少子・高齢化が進んでいる中、医療や介護に係る適切なサービス

の確保・提供が喫緊の課題となっております。また、子供や高齢者が狙われる犯罪も多く

なるなど、安全・安心な生活が脅かされております。 

 このため地域における支え合いの機運を盛り上げ、一人一人が安心して暮らせるよう、

地域社会を基盤とした地域福祉を充実するとともに、暮らしの安全と安心の確保が必要で

あると考えております。 
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 医療の充実と健康づくりの推進につきましては、不妊治療を受けられる方の身体的、精

神的負担または経済的負担が大きい現状に鑑み、その治療費の一部を助成してまいりま

す。 

 また、健康に関する正しい知識の普及啓発を図り、疾病の早期発見・早期治療を行うた

め、引き続き特定の年齢を対象として乳がん、子宮頸がん、大腸がん及び肝炎ウイルスの

検診費用を全額助成してまいります。 

 安心して暮らせる豊かな高齢社会の形成につきましては、高齢者インフルエンザ予防接

種事業について、これまでも自己負担額を無料としていた生活保護世帯に加え、市民税非

課税世帯の高齢者についても無料とすることで、経済的負担の軽減及び接種率の向上を図

ってまいります。 

 また、高齢者の健康増進の観点から、疾病の早期発見・早期治療、増加傾向にある生活

習慣病予防のため、引き続き後期高齢者医療被保険者を対象とした人間ドック事業及び健

康診査事業を実施してまいります。 

 障害者福祉の充実につきましては、平成２５年４月から施行される障害者総合支援法に

基づく助成の対象とならない難聴児に対し、健全な言語能力の発達及び将来の自立した日

常生活の営みを支援するため、補聴器の購入費用の一部を助成してまいります。 

 交通安全対策の推進につきましては、忠海高等学校入り口の交差点改良など交通安全施

設を整備し、地域住民や通学生の安全確保に取り組むとともに、交通安全教育や啓発活動

を推進してまいります。 

 第４に、竹原の持つ住みよい環境を守り育てることを目指した施策について申し上げま

す。 

 本市は、美しい海や川、山々などに囲まれ、これら自然から多くの恩恵を受け、文化を

育み歴史を形成してきました。 

 こうした美しい自然や歴史文化は、長きにわたって人々にゆとりと和やかさを与えるな

ど、竹原市の発展の礎となっております。 

 引き続き歴史文化や自然を守り生かすためにも、循環型社会の形成や生活環境の向上に

努めることが必要であると考えております。 

 歴史文化の保存・継承・活用につきましては、平成２４年６月に国から認定を受けた

「竹原市歴史的風致維持向上計画」に基づき、旧広島銀行跡地に公園を整備するほか、伝

統的建造物の保存修理を継続して行うなど、歴史景観の保全と活用に取り組んでまいりま



- 100 - 

す。 

 循環型社会の形成につきましては、省エネ効果の高いＬＥＤ灯などの環境に配慮した街

路灯設置に対し、引き続き支援をしてまいります。 

 住宅・住環境の整備につきましては、本市の人口減少・少子化・人口流出等への対策と

して、旧市立体育館が立地する土地への、民間の企画力、技術力を活用した子育て世代向

けの集合住宅の整備手法について検討を行ってまいります。 

 また、市営住宅について安全で快適な住まいを長きにわたって確保するため、長寿命化

計画の策定を行い、更新コストの削減と維持管理費の平準化を図ってまいります。 

 上水道につきましては、将来にわたり安定供給を図るため、施設整備や老朽配水管の布

設がえを行い、安全でおいしい水の供給に引き続き努めてまいります。 

 第５に、安全でしっかりとした都市基盤をつくり生かすことを目指した施策について申

し上げます。 

 私たちの暮らしや産業などを支える市街地や道路交通網や情報網などは、便利さだけで

はなく、安全・安心や快適性、人への優しさの確保、さらには環境への配慮が求められて

おります。 

 このため、都市基盤の整備を進めるとともに、市民、地域と行政がさまざまな情報を共

有した上で、整備された基盤をみんなで大切に使い、生かしていくことが必要であると考

えております。 

 計画的な土地利用と市街地整備の推進につきましては、引き続き新開地区における土地

区画整理事業を推進し、施行区域内の道路、水路等を整備するとともに、計画的な土地利

用を行い、良好な市街地の形成に努めてまいります。 

 また、都市計画道路について、これからの竹原市の将来都市像を実現する適切な計画に

見直しを図るため、現在計画している都市計画道路の必要性等について、見直しを含めた

検討を行ってまいります。 

 消防・救急体制の強化につきましては、消防機関において現在使用している消防救急無

線システムについて、災害活動・救急活動をより迅速・的確に行う観点から、同システム

のデジタル化に取り組んでまいります。 

 また、竹原消防署に配備しているはしごつき消防ポンプ自動車について、配備後２０年

が経過していることから、更新を行い、消防体制の充実を図ってまいります。 

 道路網の整備につきましては、市民生活を支える道路整備を推進するために、県と調整
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を図りながら、県営事業として国道４３２号道路改良事業外５路線を整備するとともに、

市道の整備を行い、市内道路の適正な維持管理に努めてまいります。 

 港湾の整備につきましては、竹原港において、にぎわい空間等を創出し、海の玄関口と

しての活用を図るため北崎フェリーターミナルの改修を行うとともに、忠海港において

は、ＪＲ忠海駅との間に自由通路を整備し、直接往来できるよう、港へのアクセス環境の

改善を図ってまいります。 

 また、県と調整を図りながら、竹原港・忠海港の整備、管理に努めてまいります。 

 情報通信基盤の整備・活用につきましては、ケーブルテレビ放送等により市民の皆様に

行政情報や暮らしに役立つ地域情報を発信し、まちおこし、地域活性化につながる取り組

みを進めるとともに、基盤を活用した情報化施策について検討してまいります。 

 以上５つの柱に加え、これらの施策の推進力を市民の皆様とともに築いていくために

は、地域を一番よく知る市民の皆様と行政がともに知恵と力を出し合うことが何より大切

であります。 

 また、地方分権改革の進展により、それぞれの自治体が自主性・自立性を高めながら個

性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図ることが求められており、こうした流れの中

で、郷土愛に満ちた住みよい魅力あるまちづくりを推進していくために、市民ニーズに的

確に応え、質の高い行政サービスを効果的かつ効率的に提供していく必要があります。 

 加えて、平成２５年度は市制５５周年の節目の年であるとともに、第５次総合計画前期

基本計画の最終年であり、これまで行ってきたさまざまな施策を評価、検証し、将来につ

なげていく重要な１年であります。 

 そういった観点も踏まえ、引き続き市民の皆様とのパートナーシップにより協働のまち

づくりを推進し、住民自治組織の設立・運営に対する支援を行い、各種団体との協力・連

携を図ってまいります。 

 以上の施策を主なものとして、予算を編成した結果、一般会計の予算総額は、１２３億

８，１８３万３，０００円で、前年度と比較し５．３％の増となっております。 

 次に、国民健康保険特別会計について御説明申し上げます。 

 本会計は、地域住民の相互扶助の精神に立脚した地域保険として、住民の健康保持、生

活の安定と向上に大きく寄与し、国民皆保険制度の中核としての役割を果たすものであり

ます。しかし、急速な高齢化と社会経済情勢の変化により、医療費は年々増加し、国保財

政を取り巻く環境は厳しいものとなっております。 
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 そのため、医療費の適正化対策として引き続きレセプト点検事業やジェネリック医薬品

の利用促進などに取り組むとともに、生活習慣病を中心とした疾病の早期発見・早期治療

及び予防対策としての特定健康診査・特定保健指導を初め保健事業を積極的に推進し、被

保険者の健康保持並びに生活の安定と向上に努めてまいります。 

 予算総額は、３６億６，７１８万６，０００円で、前年度と比較し１．８％の減となっ

ております。 

 次に、貸付資金特別会計について御説明申し上げます。 

 本会計は、経済的理由により高等学校などへの就学が困難な方に対し、必要な資金の貸

し付けを行い、修学の途を開くものであります。 

 予算総額は、１，１０３万５，０００円で、前年度と比較し８．２％の減となっており

ます。 

 次に、港湾事業特別会計について御説明申し上げます。 

 本会計は、地方港湾竹原港及び忠海港の港湾施設について、県から委託を受け、港湾施

設使用料を充てて管理運営をするものであります。これまで海の玄関口として港湾施設管

理に努めてまいりましたが、本年度も一般会計における港湾施設整備と整合性を保ちなが

ら、適切な管理運営に努めてまいります。 

 予算総額は、４，８９３万円で、前年度と比較し、１１．６％の増となっております。 

 次に、公共下水道事業特別会計について御説明申し上げます。 

 本会計は、市民の安全で快適な暮らしと公共用水域の水質保全及び市街地の浸水対策の

ため、都市基盤整備事業として必要な公共下水道の整備促進を図るものであり、本年度は

引き続き面整備区域の拡大を図るとともに雨水幹線の整備を実施し、汚泥処理施設増設の

ための実施設計を行ってまいります。 

 予算総額は、６億８，５８１万５，０００円で、前年度と比較し８．９％の減となって

おります。 

 次に、公共用地先行取得事業特別会計について御説明申し上げます。 

 本会計は、事業の推進に当たり、土地の先行取得を必要とする事態が生じたときに対応

するものであります。 

 本年度は、存目として１，０００円を計上しておりますが、今後先行取得の必要が生じ

た場合、当会計をもって適正に対応したいと考えております。 

 次に、介護保険特別会計について御説明申し上げます。 
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 本会計は、介護を必要とする高齢者等を社会全体で支えるものであります。高齢者が可

能な限り住みなれた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、総合的な介護サー

ビスを提供するとともに、２次予防事業対象者把握事業などの施策に取り組むことによ

り、介護予防に努め、地域包括ケアシステムの構築を推進してまいります。 

 予算総額は、３２億８，１０５万４，０００円で、前年度と比較し０．３％の減となっ

ております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計について御説明申し上げます。 

 本会計は、県内全市町が加入する広島県後期高齢者医療広域連合へ支払う保険料が予算

の主なものとなっております。 

 予算総額は、４億３，９７８万３，０００円で、前年度と比較し４．０％の増となって

おります。 

 平成２５年度竹原市水道事業会計予算について、その施策の大要を御説明申し上げま

す。 

 水道事業の使命は、安全な水を豊富に、かつ安定的にできるだけ低廉に供給し、企業の

経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉の増進と産業経済の発展に

寄与することを目的とするものであります。 

 さて、本市における水の需要量につきましては、一般用を中心とする生活関連用水の使

用水量は、人口減少等により一般用は減少しております。また、工業用についても近年の

経済不況などにより、企業の合理化等が行われ、減少に転じているところであります。 

 経営状況につきましては、平成２４年度決算見込みによりますと、収入において、一般

用が対前年度比０．３％の減、工業用においては前々年度の落ち込みが大きかったことか

ら対前年度比３．０％の増収を見込んでおります。支出につきまして、経費節減等を図っ

たことにより、約１，９５３万３，０００円の利益を見込んでおります。 

 本年度予算編成に当たりましては、より一層合理的な事業の推進と特段の経営努力をす

るとともに経費節減に努め、市民負担の軽減を図る一方、事業面では、今後の効率的経

営・安定給水に資する施策を計画的に実施し、安定供給体制の強化及び漏水防止対策とし

て配水管の布設がえ工事などを実施し、収益性の向上に努め、最少の経費をもって最大の

効果を上げるべく予算措置をいたしました結果、１，４１５万９，０００円の利益を見込

んでおります。 

 内容について申し上げますと、業務の予定量につきましては、給水件数１万３，４５４



- 104 - 

件、年間給水量５９６万３，９７７立方メートル、１日平均給水量１万６，２９５立方メ

ートルを見込んでおります。 

 主要な建設改良事業として、配水管布設がえ工事を市内３地区において総延長１，３２

０メートルを実施し、また、紫外線装置に伴う水源地改修工事、水源地テレメータ改造工

事、水源地次亜注入設備改良工事、ポンプ所電動弁取りかえ及び制御盤改造工事、加圧ポ

ンプ所導水・送水ポンプ取りかえ工事などや、竹原市東野水系導水施設整備及び施設の運

転・維持管理業務委託を債務負担行為により実施することといたしております。 

 以上の施策を主なものとし、予算編成を行いました結果、平成２５年度竹原市水道事業

会計予算は、９億４，１５９万２，０００円となり、前年度比８．０％の減となっており

ます。 

 何とぞ、慎重に御審議いただいた上、適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております日程第２８、議案第２９号平成２５年度竹原市一般会計

予算から日程第３６、議案第３７号平成２５年度竹原市水道事業会計予算までの９件につ

きましては、議員全員をもって構成する予算特別委員会を設置し、これに付託の上、審査

することにいたしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって、日程第２８、議案第２９号平成２

５年度竹原市一般会計予算から日程第３６、議案第３７号平成２５年度竹原市水道事業会

計予算までの９件につきましては、議員全員をもって構成する予算特別委員会を設置し、

これに付託の上、審査することに決しました。 

 議事の都合により、明３月７日午前１０時から会議を再開することとし、本日はこれに

て散会といたします。 

              午後３時４０分 散会 


